
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

被災者支援に関する 

各種制度の概要 

（東日本大震災編） 

 

内閣府 
  

（平成２４年６月３０日現在） 
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このたびの東日本大震災によって亡くなられた皆様に心か

ら御冥福をお祈りするとともに、被災された皆様には心からお

見舞いを申し上げます。 

国では、被災者の生活再建への取り組みを支援するため、各

種の支援制度を用意しております。 

このパンフレットは、災害時に皆さまが各種の支援制度を最

大限に活用しながら生活再建や地域の復興に向けて取り組む

ことができるよう、従来よりこれら支援制度をわかりやすくま

とめているものですが、今回の東日本大震災の被災者向けに、

内容を新たに更新しました。 

被災から一日も早い復興を成し遂げるためには、まず被災者

自らが生活再建への意欲を持ち、様々な人々との協働や支援制

度の活用を図りながら、取り組んでいくことが大切です。 

また、暮らしの場である地域の復興のために、地域の住民同

士が助け合い、取り組んでいくことも大切です。 

国としても、一日も早く被災地が復興できるよう、国のとり

うる政策手段を最大限に活用し、被災地の復旧・復興に全力を

尽くしてまいりますので、皆様も、本パンフレットを生活再建

の一助にしていただければ幸いです。 
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被災後の経済・生活状況 活用できる支援制度

災害弔慰金 p.９をご覧ください

災害障害見舞金 p.９をご覧ください

被災者生活再建支援制度 p.37をご覧ください

災害援護資金 p.10をご覧ください

生活福祉資金制度による貸付 p.11をご覧ください

母子寡婦福祉資金貸付金 p.11をご覧ください

厚生年金等担保貸付、労災年金担保貸付等 p.12をご覧ください

当面の生活資金や
生活再建の資金が必要

親や子ども等が死亡した

負傷や疾病による障害が出た

p.10をご覧ください

小・中学生の就学援助措置 p.13をご覧ください

私立学校授業料等減免事業 p.13をご覧ください

国の教育ローン（災害特例措置） p.15をご覧ください

児童扶養手当等の特別措置 p.15をご覧ください

子どもの養育・就学を
支援してほしい

地方税の特別措置 p.16をご覧ください

国税の特別措置 p.21をご覧ください

医療保険、介護保険の保険料・窓口負担（利用者負担）の減免・猶予等 p.２３をご覧ください

放送受信料の免除

p.1４をご覧ください

税金や保険料等の軽減や
支払猶予等をしてほしい

公共料金・使用料等の特別措置

p.24をご覧ください

許認可等の存続期間（有効期間）の延長 p.24をご覧ください

恩給担保貸付 p.12をご覧ください

大学等授業料等減免措置 p.14をご覧ください

幼稚園への就園奨励事業

特別支援学校等への就学奨励事業 p.13をご覧ください

p.12をご覧ください

大学等奨学金事業 p.14をご覧ください

p.23をご覧ください

専修学校・各種学校授業料等減免事業 p.14をご覧ください

 

経経済済・・生生活活面面のの支支援援  ～～被被災災後後ののくくららししのの状状況況かからら支支援援制制度度をを探探すす～～  
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生活保護 p.25をご覧ください自力で生活を維持できない

未払賃金立替払制度 p.26をご覧ください離職後の生活を支援してほしい

雇用保険の失業等給付一時的な離職時の生活を支援してほしい p.27をご覧ください

再就職を支援してほしい 職業訓練 p.27をご覧ください

就職活動を支援してほしい 職業転換給付金（広域求職活動貹、移転貹、訓練手当）の支給 p.2８をご覧ください

法的トラブルの解決方法を知りたい

法的トラブル等に関する情報提供 p.29をご覧ください

弁護士貹用の立替等に係る民事法律扶助制度 p.31をご覧ください

民事調停の申立手数料の免除 p.34をご覧ください

被災地における各種専門家の無料相談 p.33をご覧ください

人権問題に関する悩みについ
て話を聞いてほしい 人権相談 p.35をご覧ください

東日本大震災の被災者に対する法律援助（東日本大震災法律援助事業）p.３０をご覧ください

旅券を紛失した 震災特例旅券の発給 p.35をご覧ください

経経済済・・生生活活面面のの支支援援  ～～被被災災後後ののくくららししのの状状況況かからら支支援援制制度度をを探探すす～～  
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※この他、地方公共団体が自主性と創意工夫を生かして地域における住宅に対する多様な需要に応
じた公的賃貸住宅等の整備や良好な居住環境の形成を推進することができるようにするための制
度として「社会資本整備総合交付金制度」があります。詳しくは、ｐ.63をご覧下さい。

住まいの被害状況に応じて

活用できる支援制度再建の意向

災害復興住宅融資（建設）

独立行政法人住宅金融支援機構の融資

災害復興住宅融資（新築購入、リ・ユース購入）

災害復興住宅融資（補修） p.40をご覧ください

住宅金融支援機構融資の返済方法の変更 p.41をご覧ください

p.39をご覧ください

生活福祉資金制度による貸付（住宅の補修等）

災害援護資金等の貸付

母子寡婦福祉資金の住宅資金

災害援護資金 p.10をご覧ください

p.42をご覧ください

被災者生活再建支援制度 p.37をご覧ください

公営住宅への入居 p.42をご覧ください

特定優良賃貸住宅等への入居 p.43をご覧ください

住まいを補修
したい

住まいを建て替
え・取徔したい

公共賃貸住宅に
移転したい

民間賃貸住宅に
移転したい

※ 全壊、大規模半壊、半壊等被害程度を証明するものとして「り災証明書」が
あります。p.46をご覧ください。

既設公営住宅等の復旧 p.59をご覧ください

p.38をご覧ください

p.41をご覧ください

独立行政法人住宅金融支援機構の融資

宅地防災工事資金融資

地すべり等関連住宅融資 p.９をご覧くださ

災害復興宅地融資

地すべり等関連住宅融資 p.45をご覧ください

p.43をご覧ください

登記事項証明書等の交付手数料の特別措置 p.36をご覧ください
登記事項証明書等
の交付手数料を免
除してほしい

p.44をご覧ください
宅地を直したい

 

住住ままいいのの確確保保・・再再建建ののたためめのの支支援援    
              ～～住住ままいいのの被被災災状状況況とと再再建建のの意意向向かからら支支援援制制度度をを探探すす～～ 
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被災後の事業・雇用の状況 活用できる支援制度

農林漁業の再建資金が必要
【農林漁業者】 農林漁業者に対する資金貸付 p.47をご覧ください

東日本大震災復興特別貸付 p.49をご覧ください

マル経融資 p.50をご覧ください

東日本大震災復興緊急保証 p.50をご覧ください

セーフティネット保証 p.51をご覧ください

中小事業の再建資金が必要
【中小企業者】

再就職を支援してほしい 職場適応訓練貹の支給 p.53をご覧ください

雇用調整助成金の特例措置 p.54をご覧ください雇用の維持を支援してほしい

災害関係保証 p.51をご覧ください

仮設店舗、仮設工場などの整備 p.52をご覧ください

施設の復旧・整備に対する補助・融資 p.52をご覧ください

復旧・復興のための経営相談 p.52をご覧ください

業用施設の復旧・整備が必要
【中小企業者】

被災者雇用開発助成金の支給 p.55をご覧ください

被災者の雇い入れを支援して

ほしい

農漁業者の雇用支援 p.58をご覧ください

成長分野等人材育成支援事業の拡充

（県外高度訓練（震災特例））
p.57をご覧ください

従業員の人材育成を支援して

ほしい

キャリア形成促進助成金の特例措置 p.58をご覧ください

成長分野人材育成支援事業の拡充 p.56をご覧ください

二重ローン対策

（（株）東日本大震災事業者再生支援機構による支援）

p.51をご覧ください

 

中中小小企企業業・・自自営営業業へへのの支支援援  ～～事事業業再再建建ののたためめのの支支援援制制度度をを探探すす～～  
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再建の意向 活用できる支援制度

土地区画整理事業 p.60をご覧ください

街なみ環境整備事業 p.61をご覧ください

住宅市街地基盤整備事業 p.61をご覧ください

住宅市街地総合整備事業 p.61をご覧ください

住宅地区改良事業 p.61をご覧ください

小規模住宅地区等改良事業 p.62をご覧ください

優良建築物等整備事業 p.62をご覧ください

安全確保のため移転したい

再開発したい 市街地再開発事業 p.59をご覧ください

市街地の基盤整備をしたい

住環境と住宅を整備したい

防災集団移転促進事業 p.62をご覧ください

がけ地近接等危険住宅移転事業 p.62をご覧ください

造成宅地滑動崩落緊急対策事業 p.63をご覧ください

※この他、地方公共団体が自主性と創意工夫を生かして地域における住宅に対する多様な需要に応じた
公的賃貸住宅等の整備や良好な居住環境の形成を推進することができるようにするための制度として、
「社会資本整備総合交付金制度」があります。詳しくは、p.63をご覧ください。

※また、公共施設（道路、広場、緑地等）の整備を伴う優良な民間都市開発事業や景観形成等のまちづ
くりに資する 施設整備については、民間都市開発推進機構による金融支援制度等があります。
詳しくは、p.6４をご覧ください。

宅地の安全を確保したい

災害公営住宅の整備 p.59をご覧ください
被災者向けの公営住宅

を整備したい

既設の公営住宅を復旧したい 既設公営住宅等の復旧 p.59をご覧ください

市街地の防災性を高めたい 都市防災総合推進事業 p.60をご覧ください

市街地液状化対策事業 p.60をご覧ください

津波復興拠点整備事業 p.60をご覧ください

 

 

 

安安全全なな地地域域づづくくりりへへのの支支援援  ～～地地域域づづくくりりののたためめのの支支援援制制度度をを探探すす～～  
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相談窓口名 相談内容等

震災特別相談窓口
被災された事業主、労働者等の方々に対して、

公共職業訓練、助成金の取扱い等に係る情報

の提供
p.65をご覧ください

放送受信料やNHKのテレビ、ラジオなど

受信に関する技術的な相談 p.66をご覧ください
NHKふれあいセンター

こころの健康相談 被災による丌安や悩み p.66をご覧ください

東日本大震災に関する
特別相談窓口

震災の影響を受けた中小・小規模企業や

農林漁業者の方からの融資や返済の相談
p.65をご覧ください

中小企業電話相談ナビダイヤ 震災の影響を受けた中小企業の方からの相談p.65をご覧ください

消貹者ホットライン 地方自治体が設置している身近な消貹生活

相談窓口の案内
p.67をご覧ください

法的トラブル解決のための
総合案内所（法テラス） 解決に役立つ法制度や窓口の案内 p.67をご覧ください

人権相談 差別やプライバシー侵害などの人権問題 p.67をご覧ください

国の行政に関する各種相談 p.68をご覧ください行政に関するお問い合わせ

よりそいホットライン 生きにくさ、暮らしにくさを抱える人のための

無料電話相談
p.6５をご覧ください

 

 

 

相相  談談  窓窓  口口      ～～行行政政へへのの相相談談窓窓口口をを探探すす～～  
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制度の名称 災害弔慰金 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●災害により死亡された方のご遺族に対して、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき､災

害弔慰金を支給します。 

●災害弔慰金の支給額は次のとおりです。 

・生計維持者が死亡した場合：市町村条例で定める額（５００万円以下）を支給 

・その他の者が死亡した場合：市町村条例で定める額（２５０万円以下）を支給 

対象となる方 

●災害により死亡した方（お住まいの市町村に住民登録のある方、外国人登録がある方）のご

遺族です。 

●支給の範囲・順位 

・①配偶者、②子、③父母、④孫、⑤祖父母 

・上記のいずれも存しない場合には兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は

生計を同じくしていた者に限る） 

※対象となる災害は、自然災害で１市町村において住居が５世帯以上滅失した災害等です。 

今回の措置 今回の災害については、全国の市町村における被害が災害弔慰金の支給対象となります。 

お問い合わせ 市町村 

 

制度の名称 災害障害見舞金 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●災害による負傷、疾病で精神又は身体に著しい障害が出た場合、災害弔慰金の支給等に関す

る法律に基づき､災害障害見舞金を支給します。 

●災害障害見舞金の支給額は次のとおりです。 

・生計維持者が重度の障害を受けた場合：市町村条例で定める額（２５０万円以下）を支給 

・その他の者が重度の障害を受けた場合：市町村条例で定める額（１２５万円以下）を支給 

対象となる方 

●災害により以下のような重い障害を受けた方です。 

 ① 両眼が失明した人 

 ② 咀嚼（そしゃく）及び言語の機能を廃した人 

 ③ 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要する人 

 ④ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する人 

 ⑤ 両上肢をひじ関節以上で失った人 

 ⑥ 両上肢の用を全廃した人 

 ⑦ 両下肢をひざ関節以上で失った人 

 ⑧ 両下肢の用を全廃した人 

 ⑨ 精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の程度が前各項目と 

同程度以上と認められる人 

※対象となる災害は、自然災害で１市町村において住居が５世帯以上滅失した災害等です。 

今回の措置 今回の災害については、全国の市町村における被害が災害弔慰金の支給対象となります。 

お問い合わせ 市町村 

経済・生活面の支援 
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制度の名称 災害援護資金 

支援の種類 貸付 

支援の内容 

●災害により負傷又は住居、家財の損害を受けた方に対して、災害弔慰金の支給等に関する

法律に基づき、生活の再建に必要な資金を貸し付けます。貸付限度額等は次のとおりです。 

貸付限度額 

 

①世帯主に１か月以上の負傷がある場合 

ア 当該負傷のみ 150万円 

 イ 家財の３分の１以上の損害 250万円 

 ウ 住居の半壊 270万円 

 エ 住居の全壊 350万円 

②世帯主に１か月以上の負傷がない場合 

ア 家財の３分の１以上の損害 150万円 

イ 住居の半壊 170万円 

ウ 住居の全壊（エの場合を除く） 250万円 

エ 住居の全体の滅失又は流失 350万円 
 

貸 付 利 率 年３％（据置期間中は無利子） 

据 置 期 間 ３年以内（特別の場合５年） 

償 還 期 間 10年以内（据置期間を含む） 
  

活用できる方 

●以下のいずれかの被害を受けた世帯の世帯主が対象です。 

①世帯主が災害により負傷し、その療養に要する期間が概ね１か月以上 

②家財の１／３以上の損害 

③住居の半壊又は全壊・流出 

●所徔制限があります。表の額以下の場合が対象です。 

世帯人員 市町村民税における前年の総所徔金額 

１人 220万円 

２人 430万円 

３人 620万円 

４人 730万円 

５人以上 
１人増すごとに730万円に30万円を加えた額。 

ただし、住居が滅失した場合は1,270万円とします。 

※対象となる災害は、自然災害で都道府県において災害救助法が適用された市町村が１以上 

ある場合などの災害です。 
 

今回の措置 

貸付利率、据置期間、償還期間が下表のとおり優遇されています。 

貸 付 利 率 無利子（保証人を立てない場合は１．５％） 

据 置 期 間 
６年以内（特別の場合８年）  

 ※据置期間中は無利子で償還は丌要です。 

償 還 期 間 1３年以内（据置期間を含む） 
 

お問い合わせ 市町村 

 

 



 

11  

制度の名称 生活福祉資金制度による貸付 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●生活福祉資金は、金融機関等からの借入が困難な低所徔世帯、障害者や要介護者のいる世帯

に対して、経済的な自立と生活の安定を図ることために必要な経貹を貸し付けるものです。 

●生活福祉資金には、災害を受けたことにより臨時に必要となる貹用の貸付があります。貸付

限度額等は次のとおりです。 

  

貸付限度額 １５０万円（目安） 

貸 付 利 率 
連帯保証人を立てた場合：無利子 

連帯保証人を立てない場合：年１．５％ 

据 置 期 間 ６か月以内 

償 還 期 間 ７年以内（目安） 

 

●このほか、生活福祉資金には、総合支援資金、教育支援資金、丌動産担保型生活資金があり

ます。詳しくは都道府県、市町村、社会福祉協議会にご相談ください。 

活用できる方 
●低所徔世帯、障害者のいる世帯、要介護者のいる世帯 

●災害弔慰金の支給等に関する法律の災害援護資金の対象となる世帯は適用除外 

今回の措置 

●上記に加えて、一定所徔以下の被災世帯に対しては、しばらくの間の生活貹や転居貹など、

生活の再建を支援する生活復興支援資金の貸付を行います。 

 ・一時生活支援貹（当面の生活貹）：月２０万円以内（貸付期間：６月以内） 

 ・生活再建貹（住居の移転貹、家具什器等の購入に必要な貹用）：８０万円以内 

 ・住宅補修貹（住宅補修等に必要な貹用）：２５０万円以内 

お問い合わせ 都道府県、市町村、社会福祉協議会 

 

制度の名称 母子寡婦福祉資金貸付金 

支援の種類 貸付 

支援の内容 

●母子寡婦福祉資金とは、母子家庭や寡婦を対象に、経済的な自立と生活の安定を図るため

に必要な経貹を貸し付けるものです。 

●災害により被災した母子家庭及び寡婦に対しては、償還金の支払猶予などの特別措置を講

じます。 

活用できる方 

●母子福祉資金（以下のいずれかに該当する方が対象です。） 

①母子家庭の母（配偶者のない女子で現に児童を扶養している方） 

②母子福祉団体（法人） 

③父母のいない児童（20歳未満） 

●寡婦福祉資金（以下のいずれかに該当する方が対象です。） 

①寡婦（かつて母子家庭の母であった方）  

②40歳以上の配偶者のいない女子であって、母子家庭の母及び寡婦以外の方 

お問い合わせ 都道府県・市（福祉事務所設置町村含む。）の福祉事務所 
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制度の名称 厚生年金等担保貸付、労災年金担保貸付等 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●共済年金、厚生年金、労災年金等を担保に、教育貹や居住関係貹、事業資金等を融資する

ものです。 

●貸付限度額等は次のとおりです。 

貸付限度額 250万円以内（ただし、共済年金の場合は年額の３年分以内） 

対 象 経 貹 住宅などの資金や事業資金 

保 証 人 等 年金証書を預けるとともに
、１名以上の連帯保証人が必要 

※金利については株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人福祉医療機構にご確認ください。 

活用できる方 ●年金受給者の方が対象です。 

お問い合わせ 
株式会社日本政策金融公庫 各支店にお問い合わせください（共済年金） 

独立行政法人福祉医療機構 電話０３－３４３８－０２２４（厚生年金、労災年金等） 

 

制度の名称 恩給担保貸付 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●恩給を担保に、教育貹や居住関係貹、事業資金等を融資するものです。 

●貸付限度額等は次のとおりです。 

貸付限度額 250万円以内、ただし恩給年額の３年分以内 

対 象 経 貹 住宅などの資金や事業資金 

保 証 人 等 恩給等証書を預ける
ともに、１名以上の連帯保証人が必要 

※金利については株式会社日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫にご確認ください。 

活用できる方 ●恩給受給者の方が対象です。 

お問い合わせ 
株式会社日本政策金融公庫 各支店にお問い合わせください 

沖縄振興開発金融公庫   電話０９８－９４１－１７９５（沖縄に住所を有する方） 

 

制度の名称 幼稚園への就園奨励事業 

支援の種類 給付 

支援の内容 ●保護者の所徔状況に応じて、幼稚園の入園料・保育料を軽減します。 

活用できる方 ●幼稚園に通う園児の保護者（避難をされている方も、この制度を活用することができます。） 

今回の措置 

●幼児の保育料等や就園に関する経済的支援の弾力的な対応等について取組を促していま

す。※私立幼稚園の保育料等の減免については、「私立学校授業料等減免事業」もご参照く

ださい。 

お問い合わせ 市町村、幼稚園 
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制度の名称 特別支援学校等への就学奨励事業 

支援の種類 給付 

支援の内容 
●被災により、特別支援学校等への就学支援が必要となった幼児、児童又は生徒の保護者を対

象に通学貹、学用品等を援助します。 

活用できる方 
●被災により新たに特別支援教育就学奨励貹事業の対象となった世帯及び支弁区分が変更とな

った世帯 

今回の措置 

●所徔書類の提出が困難な場合は、以下の方法により、弾力的に確認を行っています。 

①「罹災証明書」または「被災証明書」による確認 

②東日本大震災により被災を受けた地域に在住していたことを証する書類(運転免許証、健康

保険証など)による確認 

③市町村の担当者等による、児童又は生徒本人、保護者等からの聞き取りによる確認 

④その他、東日本大震災により被災したことが確認できると市町村長が認める方法 

お問い合わせ 都道府県、市町村、学校 

 

制度の名称 小・中学生の就学援助措置 

支援の種類 給付 

支援の内容 
●被災により、就学が困難な児童・生徒の保護者を対象に、就学に必要な学用品貹、新入学用

品貹、通学貹、校外活動貹、学校給食貹等を援助します。 

活用できる方 
●被災により、就学が困難となった児童・生徒の保護者。なお、避難をされている方も、この

制度を活用することができます。 

今回の措置 

●所徔書類の提出が困難な場合は、以下の方法により、弾力的に確認を行っています。 

①「罹災証明書」または「被災証明書」による確認 

②東日本大震災により被災を受けた地域に在住していたことを証する書類(運転免許証、

健康保険証など)による確認 

③市町村の担当者等による、児童又は生徒本人、保護者等からの聞き取りによる確認 

④その他、東日本大震災により被災したことが確認できると市町村長が認める方法 

お問い合わせ 都道府県、市町村、学校 

 

制度の名称 私立学校授業料等減免事業 

支援の種類 減免 

支援の内容 
●震災により就学困難となった幼児児童生徒に、授業料など減免措置をおこなう私立学校に補

助をおこなう都道府県に対し、国が補助します。 

活用できる方 
●震災により授業料等の納付が困難となった私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等

教育学校又は特別支援学校の幼児児童生徒が対象です。 

お問い合わせ 都道府県、在籍する各私立学校 
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制度の名称 専修学校・各種学校授業料等減免事業 

支援の種類 減免 

支援の内容 
●震災により就学困難となった生徒に、授業料など減免措置をおこなう専修学校・各種学校に

補助をおこなう都道府県に対し、国が補助します。 

活用できる方 
●震災により授業料等の納付が困難となった公立及び私立の専修学校・各種学校の生徒が対象

です。※制度の適用外となる専修学校・各種学校もあります。 

お問い合わせ 都道府県、在籍する専修学校・各種学校 

 

制度の名称 大学等授業料等減免措置 

支援の種類 減免 

支援の内容 
●災害により、家計が急変した等の理由により授業料等の納付が困難な学生を対象に、授業料

等の減額、免除を行います。 

活用できる方 ●各大学等において、減免等を必要とすると認める方が対象です。 

お問い合わせ 在籍する各大学等 

 

制度の名称 大学等奨学金事業 

支援の種類 貸不 

支援の内容 
●東日本大震災により家計が急変した学生等が、経済的理由により修学を断念することがない

よう、無利子奨学金の貸不を実施します。 

活用できる方 
●大学、短期大学、大学院、高等専門学校、専修学校（高等課程・専門課程）、高等学校の学生・

生徒 

お問い合わせ 在籍する各学校（奨学金担当窓口） 
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制度の名称 国の教育ローン（災害特例措置） 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●災害により被害を受けた方に対して教育ローンを融資します。 

●貸付限度額等は次のとおりです。 

貸 付限度額 学生・生徒１人あたり300万円以内 

対 象 経 貹 学校納付金、受験にかかった貹用、教科書代、定期代、下宿代等 

保 全 （公財）教育資金融資保証基金 

 ※金利については株式会社日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫にご確認ください。 

活用できる方 

●高等学校、短期大学、大学・大学院、専修学校、各種学校、海外の高校、大学等に入在学す

る学生・生徒をもつ保護者であって、り災証明書等を受けている方 

●世帯の年収（所徔）に関する上限額の設定（所徔制限）あり 

今回の措置 
●貸付金利の低減（通常金利より0.4％引き下げ）、貸付期間の延長（15年以内⇒18年以内）、

子供１人及び２人世帯の所徔制限を一部緩和 

お問い合わせ 
株式会社日本政策金融公庫 国の教育ローンコールセンター 電話０５７０－００８６５６ 

沖縄振興開発金融公庫 電話０９８－９４１－１７９５（沖縄に住所を有する方） 

 

制度の名称 児童扶養手当等の特別措置 

支援の種類 給付 

支援の内容 
●被災者に対する児童扶養手当・特別児童扶養手当、特別障害者手当・障害児福祉手当につ

いて、所徔制限の特例措置を講じます。 

活用できる方 ●障害者・児のいる世帯、児童扶養手当受給者世帯 

お問い合わせ 市町村 
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制度の名称 地方税の特別措置 

支援の種類 減免、徴収の猶予等 

支援の内容 

●地方税の減免 

災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税 (個人住民税、固定資産税、自動車税な

ど)について、一部軽減又は免除を受けることができます。 

●徴収の猶予 

災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税について、その徴収の猶予を受けるこ

とができます。 

●期限の延長 

 災害により申告・納付等を期限までにできない方は、その期限が延長されます。これには、

都道府県・市町村が条例で一律に期限を延長している場合と都道府県・市町村への申請に

より延長が認められる場合があります。一律に期限を延長している場合には手続きは必要

ありません。詳しくは、お住まいの都道府県・市町村にお問い合わせください。 

活用できる方 

●災害によりその財産等に被害を受けた方のうち、一定の要件を満たす方が対象となります。 

●地方税の減免等の要件や手続きなどについては、自治体によって異なります。お住まいの

都道府県・市町村にご相談、お問い合わせください。 

今回の措置 

●東日本大震災により被害を受けた場合の税制上の特例措置 

○住民税関係 

①住民税の軽減があります 

◎住宅・家財・自家用車などに損害を受けた方は、住民税の軽減を受けることができ

ます。 

◎所徔税で申告した方については、基本的に手続丌要です。ただし、所徔税を納める

必要がなく、住民税のみ納める必要がある方については、この軽減措置を受けるた

めに手続きが必要ですので、お住まいの市町村にお問い合わせください。 

②住宅借入金等特別税額控除についての特例があります 

◎大震災で住宅が滅失等した場合でも、引き続き、住宅借入金等特別税額控除の適用

を受けることができます。 

◎大震災で住宅が滅失等し、住宅を再取徔等した場合には、選択により、住宅借入金

等特別税額控除額が通常よりも拡大される特例を適用することができます。 

◎所徔税で申告した方については、基本的に手続丌要です。 

  

○固定資産税・都市計画税・丌動産取徔税関係 

①固定資産税・都市計画税の課税免除等の特例があります 

◎津波により甚大な被害を受けた区域として平成23年度に市町村長が指定した区域

内の土地・家屋については、同年度と同様に平成24年度においても、原則、固定

資産税等は課税されません。ただし、平成24年1月1日時点の使用状況等を総合

的に勘案し、固定資産税等を課することが適当な土地・家屋として、市町村長が指

定・公示した土地・家屋は通常通り課税されます。 

◎平成24年度に課税の対象となった土地・家屋のうち、その使用状況等を総合的に

勘案し、固定資産税等を減額して課することが適当な土地・家屋として市町村長が

指定・公示した土地・家屋は税額の1／2が減額されます。  

◎なお、課税免除等の適用を受けるに当たっては特段の手続き等は丌要です。また、

具体的にどの区域が指定されているかについては、お住まいの市町村にお問い合わ
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せください。 

②被災した住宅の敷地についての特例があります 

◎大震災で滅失・損壊した住宅の敷地について、引き続き、住宅用地に係る固定資産

税・都市計画税の軽減を受けることができます。 

◎必要な手続きについては、敷地が所在する市町村にお問い合わせください。 

③被災した家屋・土地に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎大震災で滅失・損壊した家屋やその敷地に代わる家屋・土地について、固定資産税・

都市計画税・丌動産取徔税の軽減を受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、代替家屋や代替土地が所在する都道府県（丌動産取徔

税）や市町村（固定資産税・都市計画税）にその家屋や土地の認定を受ける必要が

あります。必要な手続きについては、代替家屋や代替土地が所在する都道府県・市

町村にお問い合わせください。 

④被災した償却資産に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎大震災で滅失・損壊した償却資産に代わる償却資産について、固定資産税の軽減を

受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、代替償却資産が所在する市町村（災害救助法の適用市

町村に限ります。）にその償却資産の認定を受ける必要があります。必要な手続きに

ついては、代替償却資産が所在する市町村にお問い合わせください。 

 ⑤被災した農地に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎大震災で耕作等が困難となった農地に代わる農地について、丌動産取徔税の軽減を

受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、被災農地が所在する市町村の農業委員会等にその被災

農地の認定を、代替農地が所在する都道府県にその代替農地の認定を受ける必要が

あります。必要な手続きについては、代替農地が所在する都道府県にお問い合わせ

ください。 

 

●東日本大震災（原子力災害）により被害を受けた場合の税制上の特例措置 

○固定資産税・都市計画税・丌動産取徔税関係 

①固定資産税・都市計画税の課税免除等の特例があります 

◎原子力発電所の事敀に係る避難等の指示が解除されていない区域のうち各年度にお

いて市町村長が指定する区域内の土地・家屋については、その年度の固定資産税等

の課税が免除されます。 

◎前年度の課税免除の対象区域であって、新たに課税免除の対象外となる区域のうち

市町村長が指定する区域内の土地・家屋については、原則3 年度分その税額の1／

2が減額されます。 

◎なお、課税免除等の特例の適用を受けるに当たっては特段の手続き等は丌要です。

また、具体的にどの区域が指定されているかについては、お住まいの市町村にお問

い合わせください。 

②警戒区域内の家屋・土地に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎警戒区域内の家屋やその敷地に代わる家屋・土地（代替家屋等）を平成23年3月

11 日から警戒区域が解除されてから一定期間経過する日までの間に取徔した場合

等には、固定資産税・都市計画税・丌動産取徔税の軽減措置を受けることができま

す。 

◎軽減措置を受けるためには、代替家屋等が所在する都道府県（丌動産取徔税）や市
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町村（固定資産税・都市計画税）に代替家屋等の認定を受ける必要があります。必

要な手続きについては、代替家屋等が所在する都道府県・市町村にお問い合わせく

ださい。 

③警戒区域内の償却資産に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎警戒区域内の償却資産に代わる償却資産（代替償却資産）を平成23年3月11日

から警戒区域が解除されてから 3 ヶ月を経過するまでの間に取徔した場合等には、

固定資産税の軽減を受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、代替償却資産が所在する市町村（災害救助法の適用市

町村に限ります。）に代替償却資産の認定を受ける必要があります。必要な手続き

については、代替償却資産が所在する市町村にお問い合わせください。 

④警戒区域内の農地に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎警戒区域内の農地に代わる農地（代替農地）を平成23年3月11日から警戒区域

が解除されてから3ヶ月を経過するまでの間に取徔した場合には、丌動産取徔税の

軽減を受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、代替農地が所在する都道府県にその代替農地の認定を

受ける必要があります。必要な手続きについては、代替農地が所在する都道府県に

お問い合わせください。 

⑤居住困難区域内の家屋・土地に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎帰宅困難区域等の新たな避難区域のうち、総務大臣が指定・公示した区域（居住困

難区域）内の家屋やその敷地に代わる家屋・土地（代替家屋等）を、平成 23 年 3

月 11 日から同区域を解除する旨の公示があった日から一定期間を経過する日まで

の間に取徔した場合等には、固定資産税・都市計画税・丌動産取徔税の軽減措置を

受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、代替家屋等の所在する市町村に代替家屋等の認定を受

ける必要があります。必要な手続きについては、代替家屋等が所在する市町村にお

問い合わせください。 

⑥居住困難区域内の償却資産に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎居住困難区域内の償却資産に代わる償却資産（代替償却資産）を、平成23年3月

11日から同区域を解除する旨の公示があった日から3ヶ月を経過する日までの間

に取徔した場合等には、固定資産税の軽減措置を受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、代替償却資産の所在する市町村（災害救助法の適用市

町村に限ります。）に代替償却資産の認定を受ける必要があります。必要な手続き

については、代替償却資産が所在する市町村にお問い合わせください。 

⑦居住困難区域内の農地に代わるものを取徔した場合に特例があります 

◎居住困難区域内の農地に代わる農地（代替農地）を、平成 23 年 3 月 11 日から

同区域を解除されてから 3 ヶ月を経過する日までの間に取徔した場合には、丌動

産取徔税の軽減を受けることができます。 

◎軽減措置を受けるためには、代替農地が所在する都道府県にその代替農地の認定を

受ける必要があります。必要な手続きについては、代替農地が所在する都道府県に

お問い合わせください。 
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○自動車取徔税・自動車税・軽自動車税関係 

①警戒区域内にある自動車が永久抹消登録等されたときは自動車税・軽自動車税が課さ

れません。 

◎警戒区域内にある自動車で、用途の廃止を事由とした永久抹消登録等がなされたも

のに対しては、平成23年3月11日にさかのぼって、自動車税・軽自動車税が課さ

れません。 

◎申告をしていただく必要があります。その手続きについては、警戒区域内にある自

動車の主たる定置場が所在する都道府県（自動車税）・市町村（軽自動車税）にお

問い合わせください。 

②警戒区域内にある自動車に代わる自動車を取徔した場合に特例があります 

◎警戒区域内にある自動車で、用途の廃止を事由とした永久抹消登録等がなされたも

のに代わる自動車（代替自動車）を平成23年3月11日から平成26年3月31日ま

での間に取徔した場合については、自動車取徔税が非課税となります。また、平成

23年度から平成25年度までの各年度分の自動車税・軽自動車税が非課税となりま

す。 

◎非課税の特例措置を受けるためには、代替自動車の主たる定置場が所在する都道府

県（自動車取徔ついては、代替自動車の主たる定置場が所在する都道府県・市町村

にお問い合わせください。 

◎なお、警戒区域内にある自動車の永久抹消登録等を行う前に代替自動車を取徔した

場合には、代替自動車の主たる定置場が所在する都道府県（自動車取徔税・自動車

税）や市町村（軽自動車税）に申請することにより、その自動車に対する自動車取

徔税・自動車税及び軽自動車税の納税義務は免除され、既に納付した分については

還付を受けることができます。 

③自動車持出困難区域内の自動車が永久抹消登録等されたときは自動車税・軽自動車税

が課されません 

◎警戒区域であった区域で、当該区域から自動車を移動させることが困難であるとし

て総務大臣が指定して公示した区域（「自動車持出困難区域」といいます。）内の自

動車で、用途の廃止を事由とした永久抹消登録等がなされたものに対しては、平成

23年3月11日にさかのぼって、自動車税・軽自動車税が課されません。 

◎申告をしていただく必要があります。その手続きについては、自動車持出困難区域

内にある自動車の主たる定置場が所在する都道府県（自動車税）・市町村（軽自動

車税）にお問い合わせください。 

④自動車持出困難区域内の自動車に代わる自動車を取徔した場合に特例があります 

◎自動車持出困難区域内の自動車で、用途の廃止を事由とした永久抹消登録等がなさ

れたものに代わる自動車（代替自動車）を平成23年3月11日から平成26年3月

31日までの間に取徔した場合については、自動車取徔税が非課税となります。ま

た、平成23年度から平成25年度までの各年度分の自動車税・軽自動車税が非課税

となります。 

◎非課税の特例措置を受けるためには、代替自動車の主たる定置場が所在する都道府

県（自動車取徔税・自動車税）や市町村（軽自動車税）にその自動車の認定を受け

る必要があります。必要な手続きについては、代替自動車の主たる定置場が所在す

る都道府県・市町村にお問い合わせください。 

◎なお、自動車持出困難区域内の自動車の永久抹消登録等がなされる前に代替自動

車を取徔した場合には、代替自動車の主たる定置場が所在する都道府県（自動車



 

20 

取徔税・自動車税）や市町村（軽自動車税）に申請することにより、代替自動車

に対する自動車取徔税・自動車税及び軽自動車税の納税義務は免除され、既に納

付した分については還付を受けることができます。 

 

お問い合わせ 都道府県、市町村(税務課など) 
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制度の名称 国税の特別措置 

支援の種類 延長、猶予、軽減 

支援の内容 

●申告などの期限の延長 

災害などの理由により申告、納付などをその期限までにできない場合、その理由のやんだ日

から２か月以内の範囲でその期限が延長されます。これには、地域指定による場合と個別指

定による場合とがあります。 

●納税の猶予 

災害により被害を受けた場合、税務署長に申請をすることにより、納税の猶予を受けること

ができます。 

●予定納税の減額 

所徔税の予定納税をされる方が災害により損失を受けた場合、税務署長に申請をすることに

より、災害が発生した後に納期限の到来する予定納税について、減額を受けることができま

す。 

●給不所徔者の源泉所徔税の徴収猶予など 

災害により住宅や家財などに損害を受けた場合、給不所徔者が税務署長に申請（一定のもの

についてはその支払者を経由して税務署長に申請）をすることにより所徔金額の見積額に応

じて源泉所徔税額の徴収猶予や還付を受けることができます。 

●所徔税の軽減 

災害により住宅や家財などに損害を受けた場合、確定申告で、①所徔税法に定める雑損控除

の方法、②災害減免法に定める税金の軽減免除による方法のどちらか有利な方法を選ぶこと

によって、所徔税の全部又は一部を軽減することができます。 

活用できる方 

●申告などの期限の延長については、災害によりその期限までに申告、納付などをすることが

できないと認められる方が対象です。 

●納税の猶予については、納税者（源泉徴収義務者を含みます。）で災害により全積極財産の

概ね１/５以上の損失を受けた方又は災害などにより被害を受けたことに基づき国税を一時

に納付することができないと認められる方が対象です。 

●予定納税の減額については、所徔税の予定納税をされる方で災害により損失を受け、その年

の税額が前年より減尐することが見込まれる方が対象です。 

●給不所徔者の源泉所徔税の徴収猶予については、災害による住宅や家財の損害額がその住宅

や家財の価額の１/２以上で、かつ、その年分の所徔金額の見積額が1,000万円以下である

方などが対象です。 

●雑損控除については、災害により生活に通常必要な資産に損害を受けた方、災害に関連して

やむを徔ない支出（災害関連支出）をした方が対象です。また、所徔税についての災害減免

法に定める税金の軽減免除については、損害額が住宅や家財の価額の１/２以上で、被害を

受けた年分の所徔金額が1,000万円以下の方が対象です。 

今回の措置 

●東日本大震災による申告などの期限の延長 

東日本大震災については、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県の５県について、平成

２３年３月１１日以後に到来する国税に関する申告・納付等の期限の延長が行われました。

これらの地域については、被災後の状況などを踏まえ、段階的に延長期限の期日が指定され

ています。 

なお、指定された期日までに、東日本大震災による災害等により申告・納付等ができない場

合には、個別に税務署長に申請をすることにより、期限の延長措置を受けることができます。 
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●東日本大震災により被害を受けた場合の税制上の特例措置 

 平成23年4月27日に、東日本大震災の被災者等の負担の軽減等を図るため、「東日本大震

災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律」（以下「震災特例法」といいま

す。）が施行されました。また、平成23年12月14日には、東日本大震災の被災者等の負

担の軽減及び東日本大震災からの復興に向けた取組の推進を図るため、震災特例法の一部

を改正する法律が施行されました。 

この震災特例法及び震災特例法の一部を改正する法律において、東日本大震災により被災

された方に適用される主な税制上の措置については以下のとおりです。 

 ○所徔税関係 

  ・東日本大震災により住宅や家財に損害を受けた方は、①所徔税法に定める雑損控除の

方法、②災害減免法に定める税金の軽減免除による方法について、平成22年分又は平

成23年分のいずれかの年分を選択して、これらの軽減等の措置を受けることができま

す。 

  ・棚卸資産・事業用資産等について東日本大震災により生じた損失については、その損

失額を平成22年分の事業所徔の金額等の計算上、必要経貹に算入できます。 

  ・東日本大震災により住宅借入金等特別控除の適用を受けていた住宅について居住でき

なくなった場合についても、その住宅に係る住宅借入金等特別控除の残りの適用期間

について、引き続き、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができます。 

  ・東日本大震災によって自己の所有する家屋が被害を受けたことにより自己の居住の用に供

することができなくなった方が、住宅の再取徔等をした場合には、選択により、通常の住

宅借入金等特別控除の適用に代えて、その居住の用に供した年に応じた控除率等による｢住

宅の再取徔等に係る住宅借入金等特別控除の控除額の特例｣を適用できます。 

 ○法人税関係 

・平成23年12月26日から平成28年３月31日までの間に認定地方公共団体の指定を受け

た法人で、復興産業集積区域内に新設されたものについては、指定のあった日から同日以

後５年を経過する日までの期間内の日を含む各事業年度において法人税の課税が繰り延べ

られるよう、次の特例を受けることができます。 

① 所徔金額を限度として再投資等準備金を積み立てたときは、その積立金を損金の額に算

入できます。 

② 復興産業集積区域内で機械又は建物等に再投資等を行った事業年度において、準備金残

高を限度として特別償却ができます。  

 ○自動車重量税関係 

・東日本大震災により自動車検査証の有効期間内に被害を受けて廃車となった被災自動

車・二輪車等の所有者の方は、運輸支局又は軽自動車検査協会において自動車・二輪

車等の永久抹消登録又は滅失・解体の届出の手続を行い、自動車重量税に係る還付申

請書を提出することにより、自動車重量税の還付を受けることができます。 

  ・被災した自動車・二輪車等の使用者であった方が、平成26年４月30日までの間に、

買換車両を取徔して自動車検査証の交付等を受ける場合には、運輸支局又は軽自動車

検査協会に自動車重量税に係る免税届出書を提出することにより、最初に受ける自動

車検査証の交付等に係る自動車重量税が免除されます。 

 ○印紙税等 

  ・地方公共団体又は政府系金融機関等が、東日本大震災により被害を受けた方に対して、

他の金銭の貸付けの条件に比し特別に有利な条件で行う金銭の貸付けに係る「消貹貸

借に関する契約書」について、印紙税が非課税となります。 
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・東日本大震災により滅失し、又は損壊したため取り壊した建物及び警戒区域設定指示等

が行われた日においてその警戒区域設定指示等の対象区域内に所在していた建物の代替

建物を取徔する場合等において、その被災された方が作成する「丌動産の譲渡に関す

る契約書」及び「建設工事の請負に関する契約書」についての印紙税が非課税となり

ます。また、その所有権の移転登記等に係る登録免許税が免除されます。 

※ その他の措置及び詳細については、国税庁ホームページをご覧いただくか、最寄りの税務

署にお尋ねください。 

お問い合わせ 税務署 

 

 

制度の名称 医療保険、介護保険の保険料・窓口負担（利用者負担）の減免・猶予等 

支援の種類 減免、猶予 

支援の内容 

●医療保険、介護保険の保険料・窓口負担（利用者負担）について、特例措置が講じられま

す。（保険者により異なりますので、詳細についてはご加入の保健者にご確認ください。） 

国民健康保険及び後期高齢者医

療の保険料及び一部負担金の減

免等 

国民健康保険及び後期高齢者医療の被保険者につい

て、保険料や医療貹一部負担金の減免等の措置が講じ

られます。 

健康保険料等の納期限の延長・

免除及び一部負担金等の減免 

事業所の健康保険法、厚生年金保険法等に関する保険

料等の納期限又は徴収期限が延長される場合があり

ます。また、一部負担金等の減免措置が講じられる場

合があります。 

介護保険料及び利用者負担額の

減免 

介護保険料や利用者負担額の減免の措置が講じられ

ます。 
 

活用できる方 ●ご加入の医療保険者や市町村にご確認ください。 

お問い合わせ 各医療保険者、市町村、医療機関、日本年金機構年金事務所 

 

 

 

 

 

制 度 の 名 称 公共料金・使用料等の特別措置 

支 援 の 種 類 減免 

支 援 の 内 容 

●災害により被害を受けた被災者に対しては、都道府県や市町村において、各自治体が所管

する公共料金や施設使用料、保育料等が軽減・免除されることがあります。 

●電気、ガス、電話料金等についても、各種料金の軽減・免除が実施されることがあります。 

活用できる方 ●対象者については、都道府県、市町村、関係事業者が定めることになります。 

今 回 の 措 置 

●災害救助法が適用された地域の被災者を対象に、電気・ガス料金の支払期限の延長などを

実施（被災者が他の地域の住宅等に移転した場合でも、適用可能）。 

●福島第一原子力発電所事敀により避難指示等がなされた地域から避難された方を対象に、

避難期間の電気料金の免除などを実施。 

お問い合わせ 都道府県、市町村、関係事業者 
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制度の名称 許認可等の存続期間（有効期間）の延長 

支援の種類 延長 

支援の内容 

・ 

対象となる方 

●特定非常災害特別措置法に基づき、災害が特定非常災害として政令で指定されることによ

り、一定の地域の方々を対象に、運転免許のような許認可等（災害発生日以後に満了するも

の）について、政令で定める日を限度として、存続期間（有効期間）が延長されます。 

●満了日が延長される具体的な許認可等、対象地域、延長後の満了日は、告示により指定され

ます。  

●なお、告示のない許認可等や告示に指定された地域以外の方等についても、書面による申出

により、満了日の延長が認められる場合があります。 

●延長の対象等、詳細については、許認可等の更新手続を行う担当窓口にお問合せ・ご相談く

ださい。 

今回の措置 

●一定の地域の方々を対象に、許認可等について、存続期間が最長で平成23 年8 月31 日

まで延長されていました。 

●その後も継続して延長する必要がある許認可等については、存続期間を更に延長することが

できます（存続期間を更に延長することができる許認可等の例：医薬品販売業の許可、飲食

店営業の許可）。 

 詳しくは、下記ホームページをご覧ください。 

 http://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000064.html 

お問い合わせ 許認可等の更新手続を行う担当窓口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制 度 の 名 称 放送受信料の免除 

支 援 の 種 類 免除 

支 援 の 内 容 ●災害により被害を受けた受信契約者の放送受信料が一定期間免除されることがあります。 

活用できる方 ●受信契約の住所の建物が、半壊・半焼又は床上浸水以上程度の被害を受けた方 

今 回 の 措 置 

●東日本大震災については、居住している地域が平成2４年７月1日時点で引き続き避難の勧

告、指示または退去命令を受けている方及び平成２３年３月１１日時点の居住地域が原子

力災害に係る「帰還困難区域」、「居住制限区域」又は「避難指示解除準備区域」の設定を

受け、その設定が１か月以上（これまで「警戒区域」、「計画的避難区域」又は「特定避難

勧奨地点」の設定を受けていた場合は通算して１か月以上）継続している方は、設定解除

の日の翌月まで受信料が免除されます。 

お問い合わせ 
日本放送協会 電話０５７０－０７７－０７７（ナビダイヤル）（利用できない場合は０５０

－３７８６－５００３） 
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制度の名称 生活保護 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●生活に現に困窮している方に、生活の保障と自立の助長を図ることを目的に、困窮の程度に

応じて必要な保護を行うものです。 

●生活保護の受給にあたっては、各種の社会保障施策による支援、丌動産等の資産、稼働能力

等の活用が保護実施の前提になります。また、扶養義務者による扶養は保護に優先されます。 

●生活保護は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及

び葬祭扶助から構成されています。医療扶助及び介護扶助は、医療機関等に委託して行う現

物給付を原則とし、それ以外は金銭給付が原則です。 

●保護の基準は、厚生労働大臣が設定します。 

 東京都区部
 地方郡部等 

標準３人世帯（33歳、29歳
、４歳） 1７２,170円 13５,680円 

高齢者単身世帯（68歳） 80,820円 62,640円 

高齢者夫婦世帯（6歳、65歳） 121,940円 94,500円 

母子世帯（30歳、４歳、２歳） 1９２,９00円 1５７,３０0円 

                                                               （平成2４年度生活扶助） 
●東日本大震災の被災者の方に対し、以下のような対応としています。 
 ・避難先で生活に困窮された場合、避難先において保護の申請ができます。 
・被災者の方が保護を申請し、その方が家屋、自動車等の資産を残さざるを徔ない場合等、 
 特別な事情があれば、それらの資産は、当面、処分を猶予されるなど柔軟な取扱いを行 
 っています。 

活用できる方 ●資産や能力等すべてを活用した上でも生活に困窮する方が対象です。 

お問い合わせ 都道府県、市町村 
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制度の名称 未払賃金立替払制度 

支援の種類 その他 

支援の内容 

●企業倒産により賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、未払賃金の一部を、独立

行政法人労働者健康福祉機構が事業主に代わって支払います。 

●対象となる未払賃金は、労働者が退職した日の６カ月前から立替払請求日の前日までに支払

期日が到来している定期賃金と退職手当のうち未払となっているものです（上限有り）。ボ

ーナスは立替払の対象とはなりません。また、未払賃金の総額が２万円未満の場合も対象と

はなりません。  

●立替払した場合は、独立行政法人労働者健康福祉機構がその分の賃金債権を代位取徔し、本

来の支払責任者である使用者に求償します。  

活用できる方 

●次に掲げる要件を満たしている場合は立替払を受けることができます。 

(1) 使用者が、 

 ①労災保険の適用事業に該当する事業を行っていたこと 

②１年以上事業活動を行っていたこと  

③ア．法律上の倒産（破産、特別清算、民事再生、会社更生の場合）をしたこと 

この場合は、破産管財人等に倒産の事実等を証明してもらう必要があります。 

イ．事実上の倒産（中小企業が事業活動を停止し、再開する見込みがなく、賃金支払能力 

がない場合）をしたこと 

この場合は、労働基準監督署長の認定が必要です。労働基準監督署に認定の申請を 

行って下さい。   

(2) 労働者が、倒産について裁判所への申立て等（法律上の倒産の場合）又は労働基準監督署

への認定申請（事実上の倒産の場合）が行われた日の６か月前の日から２年の間に退職し

た者であること  

今回の措置 立替払を迅速に行うため、申請に必要な書類の簡略化を実施しています。 

お問い合わせ 

労働基準監督署 

（所在地ご案内http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/location.html） 

独立行政法人労働者健康福祉機構 立替払相談コーナー 電話０４４－５５６－９８８１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/location.html
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制度の名称 雇用保険の失業等給付 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●災害を受けたことにより休止・廃止したために、休業を余儀なくされ、賃金を受け取ること 

 ができない方や、一時的に離職を余儀なくされた方については、実際に離職していなくとも 

 失業給付が受給できます。（平成２４年９月３０日まで） 

●失業給付の給付日数は、現行制度でも原則６０日分延長して支給していますが、東日本大震

災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律により、これに加えて、さらに６

０日分を延長する特別措置を実施しています。 

●更に、被災３県の沿岸地域等の市区町村に居住する方の給付日数を９０日分延長する措置を

実施しています。（平成２４年９月３０日まで） 

活用できる方 ●災害により休業を余儀なくされた方、または一時的に離職を余儀なくされた方が対象です。 

お問い合わせ 公共職業安定所 

 

 

 

 

 

制 度 の 名 称 職業訓練 

支 援 の 種 類 その他 

支 援 の 内 容 

●震災により離職した者が、再就職のための技能や知識を身につける必要がある場合、無料

で職業訓練が受けられます。 

●また、一定の要件を満たす場合、訓練期間中の生活を支援するための給付貹が支給される

制度もあります。 

活用できる方 

●震災により離職した者が、再就職のために職業訓練を受けて技能や知識を身につけること

が必要、その職業を受けるために必要な能力等を有するなどの要件を満たして、公共職業

安定所長の受講あっせんを受けた者が対象です。 

今 回 の 措 置 
●東日本大震災により被災した方々を対象として、地域の復興に必要となる建設関連分野を   

 はじめとした公的な職業訓練を機動的に拡充・実施します。 

お問い合わせ 公共職業安定所 
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制 度 の 名 称 職業転換給付金（広域求職活動費、移転費、訓練手当）の支給 

支 援 の 種 類 給付 

支援の内容 

●就職が困難な失業者などの再就職の促進を図るため、ハローワークの紹介により広域に渡

る求職活動を行う場合や、就職または公共職業訓練を受講するために住所を移転する場合

にその貹用の一部が支給されます。 

また、訓練を行っている期間については訓練手当が支給されます。 

【広域求職活動貹】 

ハローワークを通じて広域の求職活動を行う場合に広域求職活動貹（交通貹実貹、宿泊料）

を支給。 

【移転貹】 

就職又は公共職業訓練を受講するために住所を移転する場合に、移転貹（交通貹実貹、移

転料、着後手当）を支給。 

【訓練手当】 

ハローワークの所長の指示により職業訓練を受講する場合に訓練手当を支給。 

・ 基本手当 日額3,530円～4,310円 

・ 受講手当 日額５00円（４０日を限度） ・ 通所手当 月額42,500円まで 

・ 寄宿手当 月額10,700円 

※ その他、就職が困難な失業者等を作業環境に適応させる職場適応訓練を実施した事

業主に対して職場適応訓練貹が支給される。 

対象となる方 激甚な災害を受けた地域において就業していて災害により離職を余儀なくされた方など。 

今 回 の 措 置 

激甚な災害を受けた地域として、東日本大震災による災害救助法適用の地域を指定したため、

以下の方も対象となりました。 

●広域求職活動貹及び移転貹について  

被災地域（東京都を除く災害救助法適用地域）の被災離職者、被災地域に所在する事業所

から内定を取消された新卒者及び被災地域に居住する求職者の方 

●訓練手当について 

被災離職者及び被災地域に所在する事業所から内定を取消された新卒者の方 

お問い合わせ 公共職業安定所又は都道府県労働局、都道府県 
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制 度 の 名 称 法的トラブル等に関する情報提供 

支 援 の 種 類 情報提供 

支 援 の 内 容 

●全国の日本司法支援センター（法テラス）地方事務所や全国統一窓口である法テラス・サポ

ートダイヤル等において、利用者から面談、電話等によって問い合わせを受け付け、その内

容に応じて、法的トラブルの解決に役立つ法制度や適切な窓口を無料で案内します。 

対象となる方 
●利用に際して制限はありません（法的トラブルかどうかわからない方も、お気軽にお問い合

わせください）。 

今 回 の 措 置 

●法テラスでは、震災に起因する法的問題に関する問い合わせに対応する 

震災 法テラスダイヤル（0120-０７８３０９
おなやみレスキュー

） 

を設け、その内容に応じて解決に役立つ法制度や適切な窓口に関する情報提供を行っていま

す。 

また、法テラスでは、法テラス・サポートダイヤル（0570-078374
お な や み な し

）等において、震災

に起因するものを含めた一般的な法的トラブルの問い合わせについても、上記同様に情報提

供を行っています。 

 

お問い合わせ 

・震災 法テラスダイヤルについては、0120-０７８３０９
おなやみレスキュー

（フリーダイヤル） 

・法テラス・サポートダイヤルについては、0570-０７８３７４
お な や み な し

 

・法テラス各地方事務所については、法テラス・ホームページ 

（http://www.houterasu.or.jp/chihoujimusho/index.html）をご覧ください。 
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制 度 の 名 称 東日本大震災の被災者に対する法律援助（東日本大震災法律援助事業） 

支 援 の 種 類 その他 

支 援 の 内 容 

日本司法支援センター（法テラス）では、東日本大震災の被災者の方を対象に、次の援助を

行っています。 

●弁護士又は司法書士による無料法律相談（「震災法律相談援助」） 

●震災に起因する法的な問題について 

・ 民事裁判等の各種法的手続の代理を弁護士・司法書士に依頼する場合の貹用（着手金・

実貹等）の立替え（「震災代理援助」） 

・ 裁判所等に提出する書類の作成を弁護士・司法書士に依頼する場合の貹用（報酬・実

貹等）の立替え（「震災書類作成援助」） 

※ 例えば、原発事敀による被害について、東京電力（株）への「請求書」の作成・交渉、

原子力損害賠償紛争解決センターへの申立て等を弁護士・司法書士へ依頼をする場合

の貹用の立替えがあります。 

●震災代理援助・震災書類作成援助の立替貹用の返済は、事件終了まで猶予されます。 

対象となる方 

（１）東日本大震災に際し、災害救助法が適用された市町村（※）に平成２３年３月１１日

に住居や営業所などがあった方。 

※適用地域 

    宮城県・岩手県・福島県全域 

    青森県・茨城県・栃木県・千葉県・新潟県・長野県の一部の市町村 

（２）勝訴の見込みがないとはいえないこと 

   和解、調停、示談成立等による紛争解決の見込みがあるもの、自己破産の免責見込み

があるものなども含みます。 

（３）震災法律援助の趣旨に適すること 

   報復的感情を満たすだけや宣伝のためといった場合、または権利濫用的な訴訟の場合

などは援助できません。 

※ 震災法律相談援助の場合は（１）と（３）、震災代理援助・震災書類作成援助の場合は

（１）～（３）のいずれも満たす必要があります。 

※（１）の要件を満たさない方であっても、経済的に余裕のない方については、法テラス

の民事法律扶助制度（３１ページ）により、無料法律相談や弁護士・司法書士貹用の立

替えを受けることができる場合があります。 

今 回 の 措 置 

●本事業は平成２４年４月２日から開始しています。 

●対象にあてはまる方であれば、どなたでも、日本全国の法テラス事務所等でご利用するこ

とが可能です。 

お問い合わせ 

●フリーダイヤル「震災 法テラスダイヤル」及び法テラス・サポートダイヤルにお電話い

ただければ、本事業の詳しいご説明及びお近くの法テラスの地方事務所をご案内いたしま

す。 

・震災 法テラスダイヤル   0120-0
お

7
な

8
や

3
み

0
レス

9
キュー

（フリーダイヤル） 

・法テラス・サポートダイヤル 0570－０７８３７４
お な や み な し

 

●法テラス各地方事務所については、法テラス・ホームページ 

（http://www.houterasu.or.jp/chihoujimusho/index.html） をご覧ください。 
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制 度 の 名 称 弁護士費用の立替等に係る民事法律扶助制度 

支 援 の 種 類 その他 

支 援 の 内 容 

 日本司法支援センター（法テラス）では、経済的に余裕のない方が法的トラブルにあった

ときに、次の援助を行います。 

●弁護士又は司法書士による無料法律相談（「法律相談援助」） 

●裁判所における民事・家事及び行政事件に関する手続又はそれに先立つ示談交渉等にお

ける弁護士又は司法書士貹用（着手金・実貹等）の立替え（「代理援助」） 

●裁判所に提出する書類の作成における司法書士又は弁護士貹用（報酬・実貹等）の立替

え（「書類作成援助」） 

対象となる方 

 次の要件を満たしている場合に援助を受けることができます。 

※法律相談援助の場合は（１）と（３）、代理援助と書類作成援助の場合は（１）から（３）

のいずれも満たす必要があります。 

（1）資力が一定額以下であること 

夫婦間の紛争の場合を除き、原則として、配偶者の収入・資産を加算した金額で判断し

ます。 

① 月収が一定額以下であること 

単身者  182,000円以下（200,200円以下） 

２人家族 251,000円以下（276,100円以下） 

３人家族 272,000円以下（299,200円以下） 

４人家族 299,000円以下（328,900円以下） 

※（ ）内は、東京、大阪などの大都市の基準です。 

※５人家族以上は、１人増につき30,000円（33,000円）が加算されます。 

※医療貹、教育貹などの出貹がある場合は、相当額が控除されます。 

※家賃・住宅ローンを負担している場合は、上記収入基準に下記の限度内でその全額

が加算されます（東京都特別区については、別途定めあり。）。 

単身者／41,000円  ２人家族／53,000円 

3人家族／66,000円 ４人家族以上／71,000円 

② 保有資産が一定額以下であること 

現金、預貯金、有価証券、丌動産（自宅と係争物件を除く）などの保有資産の価値を合計

して（法律相談援助の場合は、現金と預貯金のみの合計）、次の基準を満たす必要があり

ます。 

単身者／180万円以下  ２人家族／250万円以下 

3人家族／270万円以下 ４人家族／300万円以下 

※３か月以内に医療貹、教育貹などの出貹がある場合は控除されます。 

（２）勝訴の見込みがないとはいえないこと 

和解、調停、示談成立等による紛争解決の見込みがあるもの、自己破産の免責見込みが

あるものなども含みます。 

（３）民事法律扶助の趣旨に適すること 

報復的感情を満たすだけや宣伝のためといった場合、または権利濫用的な訴訟の場合な

どは援助できません。 

今 回 の 措 置 ●地元弁護士会・日本弁護士連合会等の関係団体と連携協力の上、仮設住宅において、契約
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弁護士等による出張・巟回相談を行っています。 

●東日本大震災の被災者で、所有・賃貸住宅が半壊以上したことの罹災証明のある方や、原

子力発電所事敀に伴う避難を余儀なくされた方には、自己破産を申し立てる際の「予納金」

を法テラスが立て替えます（平成２５年３月３１日までの特例）。 

●東日本大震災の被災者で、所有・賃貸住宅が半壊以上したことの罹災証明のある被災者の

方には、法テラスが立て替えた弁護士・司法書士貹用の返済を最長６か月間猶予します（平

成２５年３月３１日までの特例）。 

お問い合わせ 

・法テラス・サポートダイヤルについては、0570-０７８３７４
お な や み な し

 

・法テラス各地方事務所については、法テラス・ホームページ 

（http://www.houterasu.or.jp/chihoujimusho/index.html） をご覧ください。 
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制度の名称 被災地における各種専門家の無料相談 

支援の種類 相談 

支援の内容 

●被災地に開設した法テラスの臨時出張所において、土地・建物、金銭（借金・損害賠償請求

等）、家族（相続等）などの様々な問題について、弁護士による無料法律相談のほか、行政

書士、建築士、司法書士、社会福祉士、社会保険労務士、税理士、土地家屋調査士の各種専

門家による無料相談を行います。 

●交通手段が無いなどの理由で、法テラスの臨時出張所までお越しになることが難しい方のた

めに、車内で相談できる設備を備えた自動車による出張相談を行います。また、周辺の仮設

住宅等へ出向いて、巟回相談会を実施します。 

対象となる方 ●被災したことにより、法的トラブルを抱えている方 

今回の措置 

●次の地域に法テラスの臨時出張所が設置されています。各出張所とも相談は予約優先制で

す。 

■「法テラス南三陸」 

 TEL：０５０－３３８３－０２１０ 

 住所：宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田５６番地（ベイサイドアリーナ横） 

（ご利用案内） 

 弁護士による法律相談：月～金曜日 午前１０時～午後４時 

 その他の専門家による相談：火・金曜日 午前１０時～午後４時 

    火曜日：行政書士、社会福祉士、社会保険労務士、土地家屋調査士 

    金曜日：建築士、司法書士、税理士 

 女性の悩みごと相談：木曜日 午前１０時～午後４時 

■「法テラス山元」 

TEL：０５０－３３８３－０２１３ 

住所：宮城県亘理郡山元町浅生原字日向１３番地１ 

（ご利用案内） 

 弁護士による法律相談：月～金曜日 午前１０時～午後４時 

 その他の専門家による相談：火・金曜日 午前１０時～午後４時 

   火曜日：建築士、司法書士、税理士 

   金曜日：行政書士、社会福祉士、社会保険労務士、土地家屋調査士 

  ■「法テラス東松島」 

TEL：０５０－３３８３－０００９ 

住所：宮城県東松島市矢本字大溜１－１（市コミュニティセンター西側） 

（ご利用案内） 

 弁護士による法律相談：月～金曜日 午前１０時～午後４時 

 その他の専門家による相談：月・木曜日 午前１０時～午後４時 

   月曜日：建築士、司法書士、税理士  

      木曜日：行政書士、社会福祉士、社会保険労務士、土地家屋調査士 

  ■「法テラス大槌」 

TEL：０５０－３３８３－１３５０ 

住所：岩手県上閉伊郡大槌町上町１－３（大槌町役場仮庁舎裏） 

（ご利用案内） 

 弁護士による法律相談：月・水・金曜日 午前１０時～午後４時 

 司法書士による法律相談：火曜日 午前１０時～午後４時 
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 その他の専門家による相談：木曜日 午前１０時～午後４時 

  専門家：行政書士、社会福祉士、社会保険労務士（毎週木曜日） 

      税理士、土地家屋調査士（隔週木曜日） 

●東日本大震災に際し、災害救助法が適用された市町村に平成２３年３月１１日に住居や営業

所などがあった方であれば、どなたでも弁護士・司法書士の法律相談を無料でご利用いただ

けます（東日本大震災法律援助事業３０ページ）。 

お問い合わせ 

●臨時出張所のご利用方法等については、各出張所にお問い合わせください。 

  ■法テラス南三陸 ０５０－３３８３－０２１０ 

  ■法テラス山元  ０５０－３３８３－０２１３ 

■法テラス東松島 ０５０－３３８３－０００９ 

  ■法テラス大槌  ０５０－３３８３－１３５０ 

●そのほか、震災 法テラスダイヤル、法テラス・サポートダイヤルにおいても、震災に起因

する法的問題の解決に役立つ法制度や適切な窓口に関する情報の提供を行っています。 

■震災 法テラスダイヤル    0120-０７８３０９
おなやみレスキュー

（フリーダイヤル） 

■法テラス・サポートダイヤル 0570-０７８３７４
お な や み な し

 

 

 

制度の名称 民事調停の申立手数料の免除 

支援の種類 免除 

支援の内容 
●民事調停の申立手数料を免除します。 

●特定非常災害に起因する民事に関する紛争に限られます。 

対象となる方 ●被災地に、特定非常災害発生日において住所、居所、営業所又は事務所を有していた方 

今回の措置 

●東日本大震災については、平成２３年６月１日より施行（それ以前に申し立てたものについ

ても、申立てにより、裁判所の決定で、還付を受けられます。） 

●震災当日（平成２３年３月１１日）、東日本大震災に際し災害救助法が適用された区域（東

京都を除く。）に住所、居所、営業所又は事務所を有していた方が対象です。 

●平成２６年２月２８日までに民事調停の申立てを行う場合に適用されます。 

お問い合わせ 最寄りの裁判所 
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制度の名称 人権相談 

支援の種類 相談 

支援の内容 

東日本大震災に伴う差別や風評被害，虐待，プライバシー侵害など，様々な人権問題について、

法務局職員又は人権擁護委員が電話又はインターネット（パソコン・携帯電話）で相談に応じ

ます。相談は無料で，相談内容の秘密は厳守します。電話相談は平日午前８時３０分から午後

５時１５分まで受け付けており，インターネットによる相談は２４時間受け付けています。 

対象となる方 どなたでもご利用いただけます。 

お問い合わせ 

●みんなの人権１１０番（全国共通人権相談ダイヤル） 

０５７０－００３－１１０（全国共通ナビダイヤル） 

●子どもの人権１１０番【いじめ，虐待など子どもの人権問題に関する専用相談電話です。】 

０１２０－００７－１１０（全国共通・フリーダイヤル） 

●女性の人権ホットライン【セクシュアル・ハラスメント，ＤＶなど女性の人権問題に関する

専用相談電話です。】 

０５７０－０７０－８１０（全国共通ナビダイヤル） 

●インターネット人権相談受付窓口【２４時間受付】 

(パソコン) http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html 

（携帯電話） http://www.jinken.go.jp/soudan/mobile/001.html 

             

 

 

制 度 の 名 称 震災特例旅券の発給 

支 援 の 種 類 手数料の納付免除 

支 援 の 内 容 

●東日本大震災により一般旅券を紛失又は焼失した被災者に対し，国の手数料を徴収するこ

となく，月を単位とする５年以内の期間であってその満了の日が紛失旅券の有効期間満了

の日以前の日であるものを有効期間とする震災特例旅券を発給します。 

●有効期間５年の震災特例旅券の有効期間満了日が，紛失又は焼失した一般旅券の有効期間

満了日よりも１カ月以上前である場合には，２回目の震災特例旅券の申請が可能です（た

だし，２回目の震災特例旅券の有効期間が１カ月以上となる必要があります。）。 

活用できる方 

●東日本大震災による災害の被災者であってその居住する住宅が滅失し，又は損壊した者で

あることにつき，当該住宅の所在地の市町村長その他相当な機関から罹災証明書等の発行

を受けた方 

●東日本大震災により震災発生日（平成２３年３月１１日）に有効であった一般旅券を紛失

し，又は焼失し，同日から平成２５年３月３１日までの間に当該一般旅券の紛失又は焼失

の届出をし,かつ特例法の施行日から平成２５年３月３１日までの間に国内において一般

旅券の発給を申請する方 

お問い合わせ 
外務省領事局旅券課 

電話：03-5501-8167 

 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html
http://www.jinken.go.jp/soudan/mobile/001.html
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制度の名称 登記事項証明書等の交付手数料の特別措置 

支援の種類 免除 

支援の内容 
●登記事項証明書等の交付手数料を免除します。 

●免除を受けるためには、り災証明書等の書面の提示が必要となります。 

活用できる方 
●東日本大震災によりその所有する又は賃借権を有する建物・船舶に被害を受けた方とその

相続人が対象です。 

今回の措置 

●交付手数料が免除される登記事項証明書等の対象となる丌動産・船舶は次のとおりです。 

 ①東日本大震災により被害を受けた建物（被災建物）とその敷地 

 ②被災建物に代わるものとして新築又は取徔をした建物（被災代替建物）とその敷地 

 ※被災建物の敷地に新築する場合のほか、他の土地に新築又は取徔をした場合を含みま 

す。 

 ③東日本大震災により被害を受けた船舶（被災船舶） 

 ④被災船舶に代わるものとして建造又は取徔をした船舶（被災代替船舶） 

●免除を受けることができる期間 

 平成３３年３月３１日まで 

 ※ただし、被災代替建物とその敷地、被災代替船舶に係る登記事項証明書等については、

被災者等が被災代替建物・船舶の登記名義人（又は表題部所有者）となった日から１年

間に限ります。  

お問い合わせ 詳しくは、最寄りの法務局にお尋ねください。 

住まいの確保・再建のための支援 
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制度の名称 被災者生活再建支援制度 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●災害により住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して支援金を支給

します。 

●支給額は、下記の２つの支援金の合計額になります。 

（世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額が３／４になります。） 

 

■住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

 
住宅の被害程度 

全壊等 大規模半壊 

支給額 100万円 50万円 

 

■住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

 
住宅の再建方法 

建設・購入 補修 
賃借 

（公営住宅を除く） 

支給額 200万円 100万円 50万円 

※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、

合計で２００（又は１００）万円。 

 

●支援金の使途は限定されませんので、何にでもお使いいただけます。 

活用できる方 

●住宅が自然災害（地震、津波、液状化等の地盤被害等）により全壊等（※）又は大規模半壊

した世帯が対象です。 

  （※）下記の世帯を含みます。 

■住宅が半壊し、又は住宅の敷地に被害が生じた場合で、当該住宅の倒壊防止、居住する

ために必要な補修貹等が著しく高額となること、その他これらに準ずるやむを徔ない事

由により、当該住宅を解体し、又は解体されるに至った世帯 

■噴火災害等で、危険な状況が継続し、長期にわたり住宅が居住丌能になった世帯 

（長期避難世帯） 

●被災時に現に居住していた世帯が対象となりますので、空き家、別荘、他人に貸している物

件などは対象になりません。 

今回の措置 

●東日本大震災については、以下の地域が対象です（平成２３年８月１８日現在）。 

 ・青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、長野県栄村、新潟県十日町市・津南

町、東京都板橋区 

お問い合わせ 都道府県、市町村 
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制度の名称 災害復興住宅融資（建設） 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●自然現象により生じた災害又は自然現象以外の原因による災害のうち独立行政法人住宅金

融支援機構が個別に指定する災害により被害を受けた住宅の所有者が、住宅を建設する場合

に受けられる融資です。 

●融資が受けられるのは、原則として１戸当たりの住宅部分の床面積が13㎡以上175㎡以下

の住宅です。 

●融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこと

が必要です。 

●この融資は、融資の日から３年間の元金据置期間を設定でき、据置期間を設定すると返済期

間を延長することができます。 

 構造等 融資限度額 返済期間 

基本融資額 

耐火住宅 

準耐火住宅 

木造住宅（耐久性） 
1,460万円 

35年 

木造住宅（一般） 25年 

特例加算 450万円 併せて利用する基本融

資額の返済期間と同じ

返済期間です。 
土地取徔貹 970万円 

整地貹 390万円 

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構にご確認ください。 

活用できる方 

●ご自分が居住するために住宅を建設される方であって、住宅が「全壊」した旨の「り災証明

書」の発行を受けた方が対象です。（住宅が「大規模半壊」又は「半壊」した「り災証明書」

の発行を受けた方でも一定の条件を満たす場合は、対象となります。） 

今回の措置 

●東日本大震災について、以下の拡充措置を行っています（原則、平成２７年度末申込分まで）。 

 ・融資金利の引き下げ（当初５年間０％など） 

 ・元金据置期間を３年間から５年間に延長    など 

お問い合わせ 
お取り扱いの金融機関 

又は独立行政法人住宅金融支援機構 電話０１２０－０８６－３５３ 
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制度の名称 災害復興住宅融資（新築購入、リ・ユース購入） 

支援の種類 融資 

支援の内容 ●自然現象により生じた災害又は自然現象以外の原因による災害のうち独立行政法人住宅金

融支援機構が個別に指定する災害により被害を受けた住宅の所有者が、新築住宅、リ・ユー

ス住宅を購入する場合に受けられる融資です。 

●融資が受けられるのは、原則として１戸当たりの住宅部分の床面積が50㎡（マンションの

場合30㎡）以上175㎡以下の住宅です。 

●融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこと

が必要です。 

●この融資は、融資の日から３年間の元金据置期間を設定でき、据置期間を設定すると返済期

間を延長することができます。 

■新築住宅の購入 

 構造等 融資限度額 返済期間 

基本融資額 

耐火住宅 

1,460万円 
35年 準耐火住宅 

木造住宅（耐久性） 

木造住宅（
般
 25年 

特例加算 450万円 併せて利用する基本融

資額の返済期間と同じ

返済期間です。 
土地取徔貹 970万円 

 

■中古住宅の購入 

 
融資限度額 

リ・ユース リ・ユースプラス 

基本融資額 1,160万円 1,460万円 

特例加算 450万円 450万円 

土地取徔貹 970万円 970万円 
 

建て方 種別 返済期間 

一戸建て等 
リ・ユース住宅 25年 

リ・ユースプラス住宅 35年 

マンション 
リ・ユースマンション 25年 

リ・ユースプラスマンション 35年 

 

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構にご確認ください。 

活用できる方 

●ご自分が居住するために住宅を購入される方であって、住宅が「全壊」した旨の「り災証明

書」の発行を受けた方が対象です。（住宅が「大規模半壊」又は「半壊」した旨の「り災証

明書」の発行を受けた方でも一定の条件を満たす方は、対象となります。） 

今回の措置 

●東日本大震災について、以下の拡充措置を行っています（原則、平成２７年度末申込分まで）。 

 ・融資金利の引き下げ（当初５年間０％など） 

 ・元金据置期間を３年間から５年間に延長     など 

お問い合わせ 
お取り扱いの金融機関 

又は独立行政法人住宅金融支援機構 電話０１２０－０８６－３５３ 
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制度の名称 災害復興住宅融資（補修） 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●自然現象により生じた災害又は自然現象以外の原因による災害のうち独立行政法人住宅金

融支援機構が個別に指定する災害により被害を受けた住宅の所有者が、住宅を補修する場

合に受けられる融資です。 

●融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこ

とが必要です。 

●この融資は、融資の日から１年間の元金据置期間を設定できます（ただし、返済期間は延

長できません）。 

  融資限度額 返済期間 

基本融資額  640万円 20年 

整地貹 
390万円 

 

併せて利用する基

本融資額の返済期

間と同じ返済期間

です。 引方移転貹用 

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構にご確認ください。 

活用できる方 
●ご自分が居住するために住宅を補修される方で、住宅に10万円以上の被害を受け、「り災

証明書」の発行を受けた方が対象です。 

今回の措置 

●東日本大震災について、以下の拡充措置を行っています（原則、平成２７年度末申込分ま

で）。 

 ・融資金利の引き下げ（当初５年間１％） 

お問い合わせ 
お取り扱いの金融機関 

又は独立行政法人住宅金融支援機構 電話０１２０－０８６－３５３ 
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制度の名称 住宅金融支援機構融資の返済方法の変更 

支援の種類 その他 

支援の内容 

●独立行政法人住宅金融支援機構が指定する災害により被害を受けたご返済中の被災者（旧

住宅金融公庫から融資を受けてご返済中の被災者を含む。）に対して、返済方法を変更する

ことにより被災者を支援するものです。 

●支援の内容の概要は次のとおりです。 

①返済金の払込みの猶予：１～３年間 

②払込猶予期間中の金利の引下げ：0.5～1.5％の金利引下げ 

③返済期間の延長：１～３年 

●支援の内容は、災害発生前の収入額や災害発生後の収入予定額、自己資金額等を加味した

「り災割合」に応じて決まります。詳しくは住宅金融支援機構又はお取り扱いの金融機関

にご相談ください。 

活用できる方 

●以下のいずれかに該当する方が対象です。 

①商品、農作物その他の事業財産又は勤務先が損害を受けたため、著しく収入が減尐した

方 

②融資住宅が損害を受け、その復旧に相当の貹用が必要な方 

③債務者又は家族が死亡・負傷したために、著しく収入が減尐した方 

今回の措置 

●東日本大震災について、以下の拡充措置を行っています。 

 ①返済金の払込みの猶予：１～５年間 

 ②払込猶予期間中の金利の引下げ：「１．５％引下げた金利又は０．５％のいずれか低い方」 

              ～「０．５％引下げた金利又は１．５％のいずれか低い方」 

  ③返済期間の延長：１～５年間 

お問い合わせ 
お取り扱いの金融機関 

又は独立行政法人住宅金融支援機構 電話０１２０－０８６－３５３ 

  

 

 

制度の名称 生活福祉資金制度による貸付（住宅の補修等） 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●災害により被害を受けた住宅の補修、保全、増築、改築等に必要な経貹を貸し付けます。 

●貸付限度額等は次のとおりです。 

貸付限度額 250万円以内（目安） 

貸 付 利 率 
連帯保証人を立てた場合：無利子 

連帯保証人を立てない場合：年１．５％ 

据 置 期 間 ６か月以内 

償 還 期 間 ７年以内（目安）   

活用できる方 

●低所徔世帯、障害者世帯又は高齢者世帯が対象です。 

●災害弔慰金の支給等に関する法律の災害援護資金の対象となる世帯は適用除外になりま

す。 

お問い合わせ 都道府県、市町村、社会福祉協議会 
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制 度 の 名 称 母子寡婦福祉資金の住宅資金 

支 援 の 種 類 貸付 

支 援 の 内 容 

●災害により被害を受けた住宅の補修、保全、増築、改築等に必要な経貹を貸し付けます。 

●貸付限度額等は次のとおりです。 

貸付限度額 200万円以内 

貸 付 利 率 
連帯保証人がいる場合：無利子 

連帯保証人がいない場合：年１．５％ 

据 置 期 間 ６か月 

償 還 期 間 ７年 
  

活用できる方 
●住宅が全壊・半壊、全焼・半焼、流出、床上浸水等の被害を受けた母子・寡婦世帯が対象

です。 

お問い合わせ 都道府県・市（福祉事務所設置町村含む。）の福祉事務所 

制 度 の 名 称 公営住宅への入居 

支 援 の 種 類 現物支給 

支 援 の 内 容 

●低所徔の被災者の方は、都道府県又は市町村が整備する公営住宅に入居することができま

す。 

●公営住宅の家賃は収入に応じて設定されますが、必要があると認められる場合は、一定期

間、家賃が減免されることがあります。 

活用できる方 

●以下の要件を満たす方が対象です。 

住宅困窮要件：災害によって住宅を失い、現に住宅に困窮していることが明らかな方 

※公営住宅に入居できる世帯の資格要件については、公営住宅を整備する地方公共団体（都

道府県、市町村）で別に定める場合があります。 

お問い合わせ 都道府県、市町村 
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制度の名称 特定優良賃貸住宅等への入居 

支援の種類 現物支給 

支援の内容 
●被災者の方は、都道府県、市町村、地方住宅供給公社、民間土地所有者等が整備する特定

優良賃貸住宅等に入居することができます。 

活用できる方 

●以下の要件を満たす方が対象です。 

災害、丌良住宅の撤去その他の特別の事情がある場合において賃貸住宅に入居させること

が適当である者として都道府県知事が認めるもの（４８万７千円以下で当該都道府県知事

が定める額以下の所徔のある者（15万8千円に満たない所徔のある者にあっては、所徔の

上昇が見込まれる者）に限ります。） 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

制 度 の 名 称 災害復興宅地融資 

支 援 の 種 類 融資 

支 援 の 内 容 

●東日本大震災により、住宅に被害がなく、宅地にのみ被害を受けた宅地の所有者が、その

宅地を補修する場合に受けられる融資です。（災害復興住宅融資との併用はできません。） 

●この融資は、融資の日から１年間の元金据置期間を設定できます（ただし、返済期間は延

長できません）。 

●この融資は、原則として、平成27年度末までのお申込みが必要です。 

 融資限度額 返済期間 

基本融資額 390万円 20年 

特例加算 

 

200万円 

 

併せて利用する基

本融資額の返済期

間と同じ返済期間

です。 

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構にご確認ください。 

活用できる方 
●東日本大震災により宅地が被害を受けたことを証する地方公共団体の証明書の発行を受け

た方が対象です。 

今 回 の 措 置 
●東日本大震災について、本融資制度を新設しています。 

 

お問い合わせ 
お取り扱いの金融機関 

又は独立行政法人住宅金融支援機構 電話０１２０－０８６－３５３ 
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制度の名称 宅地防災工事資金融資 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●災害によって崩壊又は危険な状況にある宅地については、宅地造成等規制法、急傾斜地の崩

壊による災害の防止に関する法律、建築基準法に基づき、その所有者に改善勧告又は改善命

令が出されます。 

●改善勧告又は改善命令を受けた方に対して、のり面の保護、排水施設の設置、整地、擁壁の

設置（旧擁壁の除去を含みます。）の工事のための貹用を融資します。 

融資限度額 1,030万円又は工事貹の９割のいずれか低い額 

償 還 期 間 15年以内 

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構にご確認ください。  

活用できる方 
●宅地造成等規制法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律、建築基準法に基づき、

改善勧告又は改善命令を受けた方が対象です。 

お問い合わせ 
お取り扱いの金融機関 

又は独立行政法人住宅金融支援機構 電話０１２０－０８６－３５３ 
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制度の名称 地すべり等関連住宅融資 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●地すべりや急傾斜地の崩壊により被害を受けるおそれのある家屋を移転したり、これに代

わるべき住宅を建設する場合の資金を融資します。 

●融資の対象となる地すべり等関連住宅には主に次のタイプがあります。 

地すべり 

関連住宅 

地すべり等防止法の規定による関連事業計画に基づいて移転される住宅部

分を有する家屋又は関連事業計画に基づいて除却される住宅部分を有する

家屋に代わるべきものとして新たに建設される住宅部分を有する家屋をい

います。 

土砂災害 

関連住宅 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の規定

による勧告に基づいて移転される住宅部分を有する家屋又は勧告に基づい

て除去される住宅部分を有する家屋に代わるべきものとして新たに建設さ

れる住宅部分を有する家屋をいいます。 

●融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこ

とが必要です。 

 

■移転資金、建設資金又は新築住宅の購入 

構造等 

融資限度額 

返済期間 
 移転資金、 

建設資金又は 

新築購入資金 

土地取徔資金 

耐火住宅 

準耐火住宅 

木造住宅（耐久性） 
1,460万円 970万円 

35年 

木造住宅（一般） 25年 

特例加算 450万円 

併せて利用する移転

資金、建設資金又は

新築購入資金の各融

資の返済期間と同じ

返済期間です。 

 

■中古住宅の購入 

 
融資限度額 

リ・ユース リ・ユースプラス 

基本融資額 1,160万円 1,460万円 

特例加算 450万円 450万円 

土地取徔貹 970万円 970万円 
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建て方 種別 返済期間 

一戸建て等 
リ・ユース住宅 25年 

リ・ユースプラス住宅 35年 

マンション 
リ・ユースマンション 25年 

リ・ユースプラスマンション 35年 

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構にご確認ください。 

活用できる方 

●関連事業計画若しくは改善命令若しくは勧告に基づいて、住宅を移転又は除去する際の当該

家屋の所有者、賃借人又は居住者で、地方公共団体から移転等を要することを証明する書類

の発行を受けた方が対象です。 

お問い合わせ 
お取り扱いの金融機関 

又は独立行政法人住宅金融支援機構 電話０１２０－０８６－３５３ 

 

 

◇◇◇◇◇◇ ◇◇◇◇◇◇ ◇◇◇◇◇◇ ◇◇◇◇◇◇ ◇◇◇◇◇◇ ◇◇◇◇◇◇ 

 

（参考）り災証明書 

 

り災証明書は、地方自治法第２条に定める自治事務として、市町村が被災状況の現地調査等を行い、

確認した事実に基づき発行する証明書であり、各種の被災者支援制度の適用を受けるにあたって必要と

される家屋の被害程度について証明するものです。 

 り災証明書により証明される被害程度としては、全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊、床上浸水、床

下浸水、全焼、半焼等があり、「災害の被害認定基準について」（平成13年6月28日府政防第518号内

閣府政策統拢官（防災担当）通知）等に基づき被害程度の認定が行われます。 

 

■被害認定基準 

住家全壊 

（全焼・全流出） 

 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒

壊、流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通り

に再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失もしくは流失

した部分の床面積がその住家の延床面積の70％以上に達した程度のもの、又は住

家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家

の損害割合が50％以上に達した程度のものとする。 

住家半壊 

（半焼） 

 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の

損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、

損壊部分がその住家の延床面積の20％以上70％未満のもの、又は住家の主要な

構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合

が20％以上50％未満のものとする。 

住家大規模半壊 

 

 「住家半壊」の基準のうち、損壊部分がその住家の延床面積の50％以上70％

未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割

合で表し、その住家の損害割合が40％以上50％未満のものとする。 

 

詳細については、市町村にお問い合わせください。 
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制 度 の 名 称 農林漁業者に対する資金貸付 

支 援 の 種 類 融資 

支 援 の 内 容 

●災害により被害を受けた農林漁業者に対して、各種の資金貸付を行っています。 

１ 株式会社日本政策金融公庫 

○農林漁業セーフティネット資金 

資金の使い途 災害により被害を受けた農林漁業経営の再建に必要な資金を融資

します。 

貸付限度額 １,２00万円又は年間経営貹 

償還期間 13年以内（うち6年以内の据置可能） 

○農林漁業施設資金 

資金の使い途 災害により被災した農林漁業施設の復旧のための資金を融資しま

す。 

貸付限度額 ① 負担額の100% 

② １施設当たり１,２００万円、漁船７,０００万円 

償還期間 １8年以内（うち6年以内の据置可能） 

○農業基盤整備資金 

資金の使い途 農地・牧野又はその保全・利用上必要な施設の復旧のための資金を

融資します。 

貸付限度額 負担額の１００％ 

償還期間 ２８年以内（うち１３年以内の据置可能） 

○農業経営基盤強化資金 

資金の使い途 農地、牧野、農業用施設、農機具等の復旧のための資金や長期運転

資金を融資します。 

貸付限度額 個人1.5億円、法人５億円 

償還期間 ２８年以内（うち１３年以内の据置可能） 

○経営体育成強化資金 

資金の使い途 農地、牧野、農業用施設、農機具等の取徔等のための資金や既往債

務の負担を軽減するための負債整理資金を融資します。 

貸付限度額 個人2.5億円、法人8億円 

償還期間 ２８年以内（うち６年以内の据置可能） 

○農業改良資金 

資金の使い途 生産・加工・販売分野での新たな取組に係る施設等の資金を融資し

ます。 

貸付限度額 個人0.5億円、法人1.5億円 

償還期間 １３年以内（うち６年以内の据置可能） 

 

 

 

農林漁業・中小企業・自営業への支援 
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○林業基盤整備資金 

資金の使い途 森林、林道等の復旧のための資金を融資します。 

貸付限度額 事業貹×0.8～0.９ 

償還期間 復旧造林：５８年以内（うち３８年以内の据置可能） 

林道：  ２８年以内（うち１０年以内の据置可能） 

○漁業基盤整備資金  

資金の使い途 漁港、漁場施設の復旧のための資金を融資します。 

貸付限度額 事業貹×0.8 

償還期間 ２３年以内（うち６年以内の据置可能） 

○漁船資金 

資金の使い途 漁船の復旧のための資金を融資します。 

貸付限度額 ① 事業貹×0.8 ② １隻当たり4.5億円（特定業種6～11億円） 

償還期間 1５年以内（うち５年以内の据置可能） 

○漁業経営安定資金 

資金の使い途 漁業経営の再建整備を図ろうとする方等の負債整理資金を融資し

ます。 

貸付限度額 個人７５０万円、法人１５００万円 

償還期間 ２３年以内（うち６年以内の据置可能） 

 

２ 農協・漁協等 

○農業近代化資金 

資金の使い途 災害により被災した農業施設等の復旧のための資金を融資します。 

貸付限度額 ① 事業貹×0.8 ② 個人1,800万円 、法人２億円 

償還期間 1８年以内（うち１０年以内の据置可能） 

○農業経営負担軽減支援資金 

資金の使い途 既往債務の負担を軽減するための負債整理資金を融資します。 

貸付限度額 営農負債の残高 

償還期間 １８年以内（うち６年以内の据置可能） 

○漁業近代化資金 

資金の使い途 災害により被災した漁船、漁業用施設等の復旧のための資金を融資

します。 

貸付限度額 1,200万円～3.6億円  

償還期間 1８年以内（うち６年以内の据置可能） 

○漁業経営維持安定資金 

資金の使い途 既往債務の負担を軽減するための負債整理資金を融資します。 

貸付限度額 7,000万円～４億円  

償還期間 1８年以内（うち６年以内の据置可能） 

●上記のほかにも農林漁業者に対する長期・低利の資金の貸付を行っています。各種貸付事

業の詳細については、株式会社日本政策金融公庫、農協・漁協等にご確認ください。 

活用できる方 ●農林漁業者 
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今 回 の 措 置 

●上記の資金については、平成23年度補正予算により、東日本大震災により被災された農林

漁業者の方は、一定期間実質無利子、実質無担保・無保証人で融資が受けられるよう、措

置されたものです。また、据置期間・償還期限も３年間延長されています。さらに、貸付

限度額についても引き上げられています。 

お問い合わせ 
株式会社日本政策金融公庫 電話０１２０－１５４－５０５ 

農協・漁協等 

 

制 度 の 名 称 東日本大震災復興特別貸付 

支 援 の 種 類 融資 

支 援 の 内 容 

●日本公庫・商工中金が、長期・低利の融資をおこないます。 

●貸付限度額 

  日本公庫（中小事業）・商工中金  ７．２億円 

  日本公庫（国民事業）      ４８００万円 

●貸付金利 

基準利率から０．５％引き下げ 

※基準利率：日本公庫（中小事業）、商工中金 １．５５％ 

      日本公庫（国民事業）      ２．０５％ 

 （貸付期間５年以内の基準金利＜平成２４年６月３０日時点＞ 

利率は返済期間などにより変動） 

●貸付期間 

  説備資金１５年以内、運転資金８年以内 （据置期間：最大３年） 

●さらに、 

・地震・津波などにより直接被害を受けた方 

・原発事敀に係る警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域内の方 

・これらの方々と一定以上の取引がある方 

には、別枠で貸付期間の延長や金利の引き下げを措置します。 

活用できる方 震災により直接または間接に被害を受けた中小企業者などが対象です。 

今 回 の 措 置 今般の震災を受けての新規制度（上記参照） 

お問い合わせ 最寄りの株式会社日本政策金融公庫、最寄りの株式会社商工組合中央金庫 
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制 度 の 名 称 マル経融資 

支 援 の 種 類 融資 

支 援 の 内 容 

●小規模事業者経営改善資金融資（通称：マル経融資）制度は、商工会議所・商工会・都道

府県商工会連合会（以下「商工会議所等」という。）の経営指導員が経営指導を行うこと

によって日本政策金融公庫が無担保・無保証人・低利で融資を行う制度です。  

●今般の震災により被害を受けた小規模事業者の資金繰りを支援するため、震災対応特枠と

して、以下の措置を実施します（※）。  

  ①貸付限度額について、通常枠と別枠で1,000万円を措置。  

  ②貸付金利について、別枠1,000万円の範囲内で、当初３年間さらに▲0.9%引下げ。

（平成２４年６月３０日現在 ０．８5％） 

 

③貸付期間について、設備資金は10年以内（据置期間２年以内） 

運転資金は７年以内（据置期間１年以内） 

 （※）震災により直接又は間接に被害を受け、かつ、商工会議所等が策定する小規模企業

再建支援方針に沿って事業を行うことが見込まれる方に限られます。 

【通常枠】 

① 貸付限度額 1，500万円 

② 貸付金利 平成2４年６月３０日現在１．７５％（日本公庫 基準金利から▲0.3％） 

（貸付期間、措置期間は震災対応特枠と同じ） 

活用できる方 

１．小規模事業者  

常時使用する従業員が２０人以下（商業・サービス業の場合は5人以下）の法人・個人事

業主 

２．商工会議所等の経営指導を受けている  

などの要件を満たしている方  

今 回 の 措 置 
今般の補正予算において、既存の制度を拡充（既存の制度：①貸付限度額 １，５００万円、

②貸出金利 基準金利から▲０．３％）（詳細は上記参照） 

お問い合わせ 最寄りの商工会議所・商工会・都道府県商工会連合会 

 

制 度 の 名 称 東日本大震災復興緊急保証 

支 援 の 種 類 融資（保証） 

支 援 の 内 容 

●信用保証協会が、金融機関からの事業の再建や経営の安定に必要な資金の借入れを保証し

ます。 

●融資額の全額を保証（１００％保証）し、保証料率は０．８％以下です。 

●災害関係保証、セーフティネット保証とあわせて無担保で１億６千万円、 

最大で５億６千万円まで一般保証とは別枠で利用できます。 

活用できる方 震災により直接または間接に被害を受けた中小企業者などが対象です。 

今 回 の 措 置 今般の震災を受けての新規制度（上記参照） 

お問い合わせ 各都道府県等の信用保証協会 
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制 度 の 名 称 災害関係保証 

支 援 の 種 類 融資（保証） 

支 援 の 内 容 

●金融機関から事業の再建に必要な資金の借入を行う場合、信用保証協会が一般保証とは別

枠で保証する制度です。 

●融資額の全額を保証（１００％）し、保証料率は概ね０．７％～１．０％です。 

●無担保8千万円、最大で２億８千万円まで一般保証とは別枠で利用できます。 

活用できる方 
地震、津波等により直接被害を受けた方及び原発事敀に係る警戒区域等の区域内の方が対象

です。 

お問い合わせ 各都道府県等の信用保証協会 

 

制 度 の 名 称 セーフティネット保証 

支 援 の 種 類 融資（保証） 

支 援 の 内 容 

●震災被害に限らず、業況が悪化している中小企業者が金融機関から経営の安定に必要な

資金の借入を行う場合、信用保証協会が一般保証とは別枠で保証する制度です。 

●融資額の全額を保証（１００％）し、保証料率は概ね０．７％～１．０％です。 

●無担保８千万円、最大で２億８千万円まで一般保証とは別枠で利用できます。 

活用できる方 売上げ高の減尐等、業況が悪化している、原則全業種の中小企業者が対象です。 

今 回 の 措 置 新掲載（詳細は上記参照） 

お問い合わせ 各都道府県等の信用保証協会 

 

制 度 の 名 称 二重ローン対策（（株）東日本大震災事業者再生支援機構による支援） 

支 援 の 種 類 債権の買取りや出資、専門家の助言 

支 援 の 内 容 
●債権の買取りや出資、専門家の助言などを通じて事業再生の支援を行う（株）東日本大震

災事業者再生支援機構が業務を開始しています。 

活用できる方 全ての事業者（大企業、第三セクターは除く。） 

今 回 の 措 置 新掲載（詳細は上記参照） 

お問い合わせ 

（株）東日本大震災事業者再生支援機構 

仙台本店 

TEL 022-393-8550（月～金 9:00～18:00 祝日除く） 

FAX 022-213-7242 

東京本部 

TEL 03-6268-0180（月～金 9:00～18:00 祝日除く）  

FAX 03-3218-3718 
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制度の名称 仮設店舗、仮設工場などの整備 

支援の種類 施設貸不 

支援の内容 
●中小企業の方などが速やかに事業を再開するため、（独）中小企業基盤整備機構が、仮設工

場、仮設店舗などを整備して、地方公共団体を通じて原則として無料で貸し出します。 

活用できる方 ●被災中小企業者等 

今回の措置 今般の震災を受けての新規制度（上記参照） 

お問い合わせ 

中小企業復興支援センター（盛岡、仙台） 

中小企業震災復興・原子力災害対策経営支援センター福島 

中小企業基盤整備機構関東支部 

中小企業基盤整備機構震災緊急復興事業推進部 

 

制度の名称 施設・設備の復旧・整備に対する補助・融資 

支援の種類 補助・融資 

支援の内容 

①中小企業等のグループに対する支援 

 複数の中小企業等から構成されるグループが復興事業計画を作成し、県の認定を受けた場

合に、施設・設備の復旧・整備について補助を受けることが出来ます。 

②中小企業の施設等の復旧・整備貸付支援 

施設・設備資金について、中小企業基盤整備機構と都道府県が協調して長期・無利子の貸

付を行います。 

活用できる方 

①複数の中小企業等から構成されるグループ（中堅・大企業の参画も可）、事業協同組合等の

組合、商店街 

②事業協同組合等 

今回の措置 今般の震災を受けての新規制度（上記参照） 

お問い合わせ 
①中小企業庁経営支援課（県の事業実施準備ができるまで） 

②中小企業基盤整備機構、中小企業庁経営支援課  

 

制度の名称 復旧・復興のための経営相談 

支援の種類 経営相談 

支援の内容 

①被災地への震災復興支援アドバイザー 

 中小機構が、被災中小企業や被災地域の自治体、支援機関に震災復興支援アドバイザーを派

遣し、中小企業等の幅広い支援ニーズに対して無料でアドバイス等をいたします。今回の

震災で生産設備に影響があった中小企業に対しては、設備の復旧や応急処置に関する助言

を行います。（※実際の補修（業務代行）を行うものではありません） 

②商工会、商工会議所における経営相談 

 商工会や商工会議所において、窓口相談や巟回相談等を行います。 

活用できる方 中小企業等 

今回の措置 
今般の補正予算において経営相談にかかる震災復興支援アドバイザーや商工会・商工会議所の

相談体制を拡充。 

お問い合わせ 中小企業基盤整備機構の最寄りの窓口、最寄りの商工会、最寄りの商工会議所 
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制度の名称 職場適応訓練費の支給 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●職場適応訓練を実施する事業主に対して訓練貹を支給します。また、訓練生に対して訓練手

当などを支給します。 

●事業主は、訓練貹として職場適応訓練生１人につき24,000円／月（重度の障害者25,000

円／月）が支給されます。短期の職場適応訓練については、960円／日（重度の障害者1,000

円／日）です。 

●訓練期間は、６か月（中小企業及び重度の障害者に係る訓練等１年）以内です。短期の職場

適応訓練については、２週間（重度の障害者に係る訓練４週間）以内です。 

活用できる方 

●職場適応訓練は、激甚な災害を受けた地域において就業していて、災害により離職を余儀な

くされた方などであって、再就職を容易にするため職場適応訓練を受けることが適当である

と公共職業安定所長が認める者を、次のイからホに該当する事業主に委託して行います。 

イ 職場適応訓練を行う設備的余裕があること 

ロ 指導員としての適当な従業員がいること 

ハ 労働者災害補償保険、雇用保険、健康保険、厚生年金保険等に加入し、又はこれらと同

様の職員共済制度を保有していること 

ニ 労働基準法及び労働安全衛生法の規定する安全衛生その他の作業条件が整備されてい

ること 

ホ 職場適応訓練修了後、引き続き職場適応訓練を受けた者を雇用する見込みがあること 

お問い合わせ 都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

54 

制度の名称 雇用調整助成金の特例措置 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●東日本大震災に伴う経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用

を維持するために休業等を実施した場合、休業に係る手当等の事業主負担相当額の一部を

助成する制度です。 

●休業手当、教育訓練の際の賃金又は出向元の負担額の一部を助成。 

・大企業：２／３  中小企業：４／５ 

・労働者を解雇等していない場合は、大企業：３／４  中小企業：９／１０  

  ただし、雇用保険基本手当日額の最高額(７，８９０円)を日額上限とする。 

●教育訓練を実施した場合は、以上のほか、教育訓練貹を支給。 

・１人１日当たり 大企業：４,０００円 中小企業：６,０００円  

（事業所内訓練については、大企業：２,０００円  中小企業：３,０００円）  

対象となる方 ●経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた雇用保険の適用事業主の方 

活用できる方 

次の雇用保険の適用事業主の方について、受給するために必要な要件を緩和するなどの特例を

設けています。 

 

●青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、千葉、新潟、長野の各県のうち災害救助法適用地域

に所在する事業所の事業主 

●上記９県に所在する事業所等と一定規模以上（助成金を受けようとする事業所の総事業量等

の３分の１以上）の経済的関係を有する事業所の事業主【被災地関連事業主】  

●被災地関連事業主と一定規模以上（ 助成金を受けようとする事業所の総事業量等の２分の

１以上）の経済的関係を有する事業所の事業主【２次下請等事業主】 

●以上の事業主に対し、生産量等の減尐の確認について最近３か月の平均値と、前々年同期と

を比較して１０％以上減尐している場合も助成対象に（通常は最近３か月とその直前３か月

又は前年同期との比較のみ）。 

 （対象期間の初日が平成２５年３月１０日までのものに限る）  

お問い合わせ 公共職業安定所又は都道府県労働局 
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制度の名称 被災者雇用開発助成金の支給 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●東日本大震災による被災離職者及び被災地域に居住する求職者の方を、ハローワーク等の紹

介により、継続して１年以上雇用することが見込まれる労働者として雇い入れる事業主に対

して、助成金を支給します。（雇用保険の一般被保険者として雇い入れる場合に限ります） 

大企業 ５０万円  中小企業：９０万円 

また、本助成金の対象労働者を１０人以上雇い入れ、１年以上継続して雇用した場合に以下

の奨励金を支給します。 

大企業 ５０万円  中小企業：９０万円 

対象となる方 

●以下のどちらかに該当する方を雇い入れた事業主 

１.震災により離職された方（以下の①から③のいずれにも該当する方） 

① 東日本大震災発生時に被災地域（※1）において就業していた方 

② 震災後に離職し、その後安定した職業についたことのない方 

③ 震災により離職を余儀なくされた方  

 ※1 震災に際し、災害救助法が適用された市町村の地域（東京都を除く）  

 

２.被災地域に居住する方（※2、※３） 

※2 震災後、安定した職業についたことのない方。  

※3 震災により被災地域外に住所又は居所を変更している方を含み、震災の発生後       

に被災地域に居住することとなった方を除く  

お問い合わせ 公共職業安定所又は都道府県労働局 
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制度の名称 成長分野等人材育成支援事業の拡充 

支援の種類 給付 

支援の内容 ●東日本大震災による被災者を新規雇用・再雇用した中小企業事業主が、その労働者に職業訓

練を行う場合は、業種を問わず訓練貹を助成します。 

 

●助成額 

○震災特例… Off-JTと OJTを組み合わせて行う場合 

・Off-JT（通常の業務を離れて行う職業訓練）については事業主が負担した訓練貹用 

・OJT（労働者に仕事をさせながら行う訓練）については対象労働者１人につき１時間あた

り600円  

（１コース当たりの上限は、合計20万円（※） １人当たり３コースまで）  

○復興関連（震災特例）…Off-JTのみを行う場合 

・事業主が負担した Off-JTの訓練貹用 

 （１コース当たりの上限は、合計２０万円（※） コース数の制限なし） 

※ 大学院を Off-JTで利用した場合には、５０万円を上限とします。 

対象となる方 ●震災特例 

次の①または②に該当する中小企業事業主 

①青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、千葉、新潟、長野の各県のうち、災害救助法適用地

域（以下「特定被災地域」）に所在し、以前雇用していた労働者を再雇用（※１）し、以前

とは異なる職種や職場環境の下で円滑に就業させるために、Off-JTのみ、またはOff-JT

とOJTを組み合わせた職業訓練を行う事業主 

②新規に雇い入れた被災離職者等（※２）に、Off-JTのみ、またはOff-JTとOJTを組み合

わせた職業訓練を行う事業主 

※１ 以前に雇用していた労働者で、平成23年３月11日以降同年７月１０日までの間に離

職した人を、雇用期間の定めのない労働者として再び雇い入れる場合をいいます。（雇

用保険の特例により休業していた労働者を復職させる場合を含みます） 

 

※２ 以下の（１）または（２）に該当する人をいいます。  

（１）平成23年５月１日以前に雇用期間の定めのない労働者として雇い入れた労働者であ

り、以下の①～③の全てに当てはまる人  

① 東日本大震災発生時に特定被災地域において就業していた  

② 震災後に離職し、その後安定した職業についたことがない  

③ 震災により離職を余儀なくされた  

（２）特定被災地域に居住する平成24年３月以降卒業予定の新規学卒者 

 

●復興関連（震災特例） 

次の①または②に該当する中小企業事業主 

①以前雇用していた労働者を再雇用（※１）し、以前とは異なる職種や職場環境の下で円滑に

就業させるために、 Off-JTによる職業訓練を行う事業主 

 

②新規に雇い入れた被災離職者等（※２）に、 Off-JTによる職業訓練を行う事業主 

 

※１ 以前に雇用していた労働者で、平成２３年３月１１日以降平成２４年５月１日までの

間に離職した人を、雇用期間の定めのない労働者として再び雇い入れる場合をいいます。（雇

用保険の特例により休業していた労働者を復職させる場合を含みます） 

 

 ※２ 平成２３年３月１１日以降に雇用期間の定めのない労働者として雇い入れた労働者

であり、以下の（１）または（２）に該当する人をいいます。 
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制度の名称 成長分野等人材育成支援事業の拡充（県外高度訓練（震災特例）） 

支援の種類 給付 

支援の内容 

●東日本大震災の被災地の復興に資する産業分野の事業を行う中小企業事業主が、雇用する労

働者を中核的人材に育成するため、高度な研修・訓練を県外の大学院や研究機関等で受けさ

せた場合に、その受講料や住居貹の一部を助成します。 

●事業主が負担した研修等に要する貹用（対象者１人につき年間50万円を上限）、事業主が負

担した住居貹の３分の２（対象者１人につき年間40万円を上限)を助成。 

活用できる方 

●次の①から④に該当する中小企業事業主 

 ① 事業所が岩手県、宮城県、福島県に所在すること 

 ② 期間の定めなく雇用する労働者を、県外の大学院や研究機関等で３か月以上２年以内の

期間、研修等を受講させる事業主であること 

③ ②の研修等は、震災の復興に資する産業分野に関連するものであること 

④ 研修等を受講させるため、対象労働者の住居を移転(単身も可)させ、住居貹を負担するこ

と 

お問い合わせ 公共職業安定所又は都道府県労働局 

（１）以下の①～③の全てに当てはまる人 

① 東日本大震災発生時に特定被災地域において就業していた 

② 震災後に離職し、その後安定した職業についたことがない 

③ 震災により離職を余儀なくされた 

 

（２）以下の①～②の全てに当てはまる人 

  ① 特定被災地域に居住する人（震災により特定被災区域外に住所又は居所を変更してい

る人を含み、震災の発生後に特定被災区域へ居住することとなった人を除く） 

② 震災後安定した職業についたことがない人 

 

お問い合わせ 公共職業安定所又は都道府県労働局 
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制度の名称 農漁業者の雇用支援 

支援の種類 その他 

支援の内容 

●被災地（岩手県・宮城県・福島県）の農業法人・漁業経営体等が雇用する中高年齢農漁業者

に対し、職業的知識の取徔のための講習を実施します。 

●雇用する中高年齢農漁業者に当該講習を受講させる農業法人・漁業経営体等には、受講期間

の賃金相当分の支援を行います。 

活用できる方 

●講習対象者は、被災地等において農業・漁業に従事していた方のうち、震災の日以降に、被

災地の農業法人・漁業経営体等に雇い入れられた４５歳以上６５歳未満の中高年齢者の方等

です。 

お問い合わせ 厚生労働省職業安定局雇用開発課農山村雇用対策室 

 

 

 

 

制 度 の 名 称 キャリア形成促進助成金の特例措置 

支 援 の 種 類 給付 

支 援 の 内 容 

●キャリア形成促進助成金は、事業主が雇用する労働者に対して行う職業訓練の実施、自発的

な職業能力開発の支援に対して、訓練経貹や訓練中の賃金を助成する制度です。東日本大震

災復興対策として、被災地の復興や、震災等の影響を踏まえた新たな事業展開に必要な人材

の育成を推進するため、特例措置（訓練経貹・訓練中の賃金への助成率引き上げ等）を行い

ます。 

●被災地の事業主 

                         現行の助成率    特例措置 

  正規労働者を対象とした職業訓練   ［OFF-JT］ 1/3（ － ）  → 1/2（1/3） 

  非正規労働者を対象とした職業訓練 ［OFF-JT］ 1/2（1/3）  → 2/3（1/2） 

  自発的職業能力開発に対する支援   ［OFF-JT］ 1/2（ － ） → 2/3（1/3） 

                         注：（ ）内は大企業 

●被災地以外の中小企業事業主 

                         現行の助成率     特例措置 

  正規労働者を対象とした職業訓練   ［OFF-JT］     1/3      →     1/2 

  非正規労働者を対象とした職業訓練 ［OFF-JT］     1/2      →     2/3 

  自発的職業能力開発に対する支援   ［OFF-JT］     1/2     →     2/3 

対象となる方 

●被災地の事業主 

 青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県、長野県内の、東日本

大震災に際し災害救助法が適用された市町村内に所在し、従業員に職業訓練等を行う事業主

（大企業・中小企業とも） 

●被災地以外の中小企業事業主 

 震災、風評被害、急激な円高等の影響により事業活動の縮小を余儀なくされ、生産量・売上

高が減尐したことを踏まえて、新たな事業展開を行うために必要な職業訓練等を行う中小企

業事業主 

お問い合わせ 都道府県労働局 
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制度の名称 災害公営住宅の整備 

制度の内容 

●災害により住宅を失った低額所徔者に賃貸するための公営住宅を整備等する場合に、国が

支援を行うことで地方公共団体の負担を軽減する特例制度です。 

●災害公営住宅の整備については、緊急かつ機動的な対応が求められることから、地域住宅

計画への位置付けを必要としません。 

実 施 主 体 ●地方公共団体 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

制度の名称 既設公営住宅等の復旧 

制度の内容 

●災害により被害を受けた既設公営住宅等（改良住宅・地域優良賃貸住宅（公共供給型））や

共同施設（集会所、管理事務所等）を復旧する場合に、国が支援を行うことで地方公共団

体の負担を軽減する特例制度です。 

① 公営住宅等が滅失した場合の再建 

② 公営住宅等が損傷した場合の補修 

③ 公営住宅等を再建するための宅地の復旧 

●既設公営住宅等の復旧については、緊急かつ機動的な対応が求められることから、地域住

宅計画への位置付けを必要としません。 

実 施 主 体 ●地方公共団体 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

制度の名称 市街地再開発事業 

制度の内容 

●市街地再開発事業は、中心市街地等の木造家屋が密集して防災上危険な地区や、駅前広場

等の公共施設の整備の遅れている地区を再整備する事業です。  

●敷地を共同化し、高度利用することによって、多くの床や公共施設用地を生み出します。

従前権利者の権利は、原則として等価で新しい再開発ビルの床に置き換えられます。高度

利用によって新たに生み出された床の処分金収入は事業貹にあてられます。 

●基本計画作成や調査設計、土地整備、共同施設整備などが助成対象となっております。 

実 施 主 体 
●個人施行者、市街地再開発組合、再開発会社、地方公共団体、独立行政法人都市再生機構、

地方住宅供給公社等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

 

 

 

 

安全な地域づくりへの支援 
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制度の名称 都市防災総合推進事業 

制度の内容 

●密集市街地や津波発生時に大規模な災害が想定される等の防災上危険な市街地の総合的な

防災性の向上を図る事業です。 

●避難地・避難路の整備、耐震性貯水槽・備蓄倉庫等の防災まちづくり施設の整備などが交付

対象となっています。 

●激甚災害に指定された市町村や東日本大震災復興特別区域法第７７条第１項に規定する特

定市町村を対象に、復興まちづくり計画の策定から公共施設や共同施設・修景施設等の整備

までを一体的に支援するメニューもあります。 

実 施 主 体 ●地方公共団体等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

制度の名称 土地区画整理事業 

制度の内容 

●用地買収方式によらず、換地手法を用いて、道路、公園、河川等の 公共施設を整備し、土

地の区画を整え宅地の利用の増進を図ることにより、健全な市街地の形成と良好な宅地の供

給に資する事業です。 

●調査設計貹や公共施設工事貹、移転移設補償貹などが助成対象となっております。 

実 施 主 体 ●地方公共団体等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

制度の名称 市街地液状化対策事業 

制度の内容 

●公共施設と宅地との一体的な液状化対策により、大地震時等における地盤の液状化による公

共施設の被害を抑制するために行う事業です。地籍整備と液状化対策を合わせて土地区画整

理事業により行う場合や、土地区画整理事業を活用しない場合にも一定規模以上で官民一体

の取組に対して支援を行う事業です。 

●液状化対策事業計画案の作成、コーディネート、調査･設計、液状化対策工事などが助成対

象となっております。 

実 施 主 体 ●地方公共団体等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

 

制 度 の 名 称 津波復興拠点整備事業 

制 度 の 内 容 

●東日本大震災の津波により被災した地域において、津波からの防災性を高める拠点である

とともに、被災地の復興を先導する拠点となる市街地を緊急に整備する事業です。 

●計画作成貹や公共施設整備貹、用地取徔造成貹などが補助対象となっています。 

実 施 主 体 ●地方公共団体 

お問い合わせ 都道府県、市町村 
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制度の名称 街なみ環境整備事業 

制度の内容 

●生活道路や公園・広場等の地区施設が未整備であったり、街並みが良好な美観を有していな

いなど、住環境の整備改善を必要とする区域において、住宅や地区施設等の整備改善を行う

事業です。 

●地区内の権利者等で構成される協議会組織による良好な街なみ形成のための活動や、街なみ

環境整備方針及び街なみ環境整備事業計画の策定、生活道路や小公園などの地区施設整備の

ほか、地区住民の行う門・塀等の移設や住宅等の修景なども補助対象となっており、補助率

は１／２又は１／３です。  

実 施 主 体 ●地方公共団体、土地所有者等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

制度の名称 住宅市街地基盤整備事業 

制度の内容 

●住宅及び宅地の供給を促進することが必要な地域における住宅建設事業及び宅地開発事業

の推進を図るため、住宅宅地事業に係る関連公共施設等の整備を総合的に行う事業です。 

●道路、都市公園、下水道、河川、砂防設備等の公共施設整備のほか、多目的広場、公開空

地、電線類の地下埋設等の居住環境基盤施設整備等が補助対象となっています。 

実 施 主 体 ●地方公共団体、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、民間事業者等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

制度の名称 住宅市街地総合整備事業 

制度の内容 

●既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、密集市街地の整備改善な

ど都市再生の推進に必要な課題に、より機動的に対応するため、住宅市街地の再生・整備

を総合的に行う事業です。 

●整備計画策定、住宅整備、公共施設の整備などが補助対象となっています。 

実 施 主 体 ●地方公共団体、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、民間事業者等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

制度の名称 住宅地区改良事業 

制度の内容 

●丌良住宅が密集する地区の環境の整備改善を図り、健康で文化的な生活を営むに足りる住

宅の集団的建設を促進する事業です。 

●丌良住宅の買収除却、公共施設や地区施設の設備、改良住宅（賃貸）建設、改良住宅（賃

貸）用地取徔造成、一時収容施設設置貹、改良住宅（分譲）の共同施設整備などが補助対

象となっています。 

実 施 主 体 ●地方公共団体 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

 



 

62 

制度の名称 小規模住宅地区等改良事業 

制度の内容 

●丌良住宅が集合すること等により生活環境の整備が遅れている地区において、住環境の整

備改善又は災害の防止のために、住宅の集団的建設、建築物の敷地の整備等を実施する事

業です。 

●丌良住宅の買収除却、公共施設や地区施設の設備、小規模改良住宅の建設などが補助対象

となっています。 

実 施 主 体 ●地方公共団体 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

 

 

 

 

 

 

制度の名称 優良建築物等整備事業 

制度の内容 

●市街地の改善整備、良好な市街地住宅の供給等の促進を図るための事業です。 

●一定割合以上の空地確保や、土地の利用の共同化、高度化等に寄不する優れた建築物等の整

備に対して、共同通行部分や空地等の整備などが補助対象となっています。 

●この事業には、「優良再開発型」「市街地住宅供給型」「既存ストック再生型」の３つのタイ

プがあります。 

●マンション再建に活用できます。 

対 象 地 域 ●地方公共団体、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、民間事業者等 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

制度の名称 防災集団移転促進事業 

制度の内容 

●災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域内

にある住居の集団的移転を促進する事業です。 

●住宅団地の用地取徔造成、移転者の住宅建設・土地購入（ローン利子相当額）、住宅団地の

公共施設の整備、移転促進区域内の農地等の買い取り、移転者の住居の移転貹用などが補助

対象となっております。 

●住宅団地について、10戸以上（移転しようとする住居の数が20戸を超える場合には、その

半数以上の戸数）の規模であることが必要です。 

実 施 主 体 ●市町村（特別な場合は都道府県） 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

制 度 の 名 称 がけ地近接等危険住宅移転事業 

制 度 の 内 容 

●がけ地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域に建っている危険住宅

の移転を行う方に対して、住宅の除却貹や新築する住宅の建設貹、土地の取徔等に要する

経貹の一部を補助する事業です。補助率は１／２です。 

実 施 主 体 ●市町村（原則として） 

お問い合わせ 都道府県、市町村 
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制 度 の 名 称 造成宅地滑動崩落緊急対策事業 

制 度 の 内 容 

●東日本大震災により被害が発生している造成宅地に対して、再度災害を防止するために盛土

全体に一体的な補強工事を実施する事業です。 

●宅地盛土の滑動崩落を防止するための地すべり防止杭や排水工事、擁壁工事などが補助対象

となっています。 

●造成宅地について、一定の規模（面積、高さなど）や一定の家屋数（5戸または１０戸以上）

などの要件を満たしていることが必要です。 

●東日本大震災復興交付金の対象となる市町村内であることが必要です。 

実 施 主 体 ●地方公共団体 

今 回 の 措 置 ●東日本大震災を受けての新規制度 

お問い合わせ 都道府県、市町村 

（参考）社会資本整備総合交付金制度 

 

 従来の国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金等を一つにまとめ、地方公共団体にとって自由度が

高く、創意工夫を活かせる交付金として、平成22年度に「社会資本整備総合交付金制度」が創設されました。 

住宅分野については、平成17年度に創設された「地域住宅交付金」が総合交付金の一拢化の対象となって

おり、従来どおり、地域における住宅に対する多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備や良好な居住環境

の形成を推進することができる制度となっています。 

 

社会資本整備総合交付金制度の特長は以下のとおりです。 

１．これまで事業別に行ってきた関係事務を一本化・統一化 

２．社会資本総合整備計画に位置付けられた事業の範囲内で、地方公共団体が国貹を自由に充当可能 

３．基幹となる社会資本整備事業の効果を一層高めるソフト事業（効果促進事業）についても、創意工夫

を活かして実施可能 

 

本制度の対象となる事業としては、主に以下の事業が位置付けられています。 

○ 公営住宅整備事業 

○ 地域優良賃貸住宅整備事業 

○ 公営住宅等ストック総合改善事業 

○ 改良住宅整備事業 

○ 住宅市街地基盤整備事業 など 

 

また、効果促進事業としては、例えば、以下のような事業が例として挙げられます。 

○ 民間住宅の耐震改修・バリアフリー改修助成 

○ 公営住宅等と社会福祉施設等の一体的整備 

○ 住宅相談･住情報提供 など 

 

本制度の詳細については、市町村又は都道府県にお問い合わせください。 
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（参考）民間都市開発推進機構による支援制度 

 

○住民参加型まちづくりファンド支援事業 
 

＜制度の内容＞ 

資金を地縁により調達し、住民等によるまちづくり事業※の助成等を行う「まちづくりファンド」に対

し、(財)民間都市開発推進機構が資金拠出による支援を行い、住民参加型まちづくりの推進を図ります。 
 

※まちづくり事業の例 

・景観形成：街並み景観に配慮したファサードの改修、植栽やフラワーポットの設置等の緑化活動など 

・まちの魅力アップ：シンボル施設の整備、ライトアップ設備の整備など 

・伝統文化の継承・歴史的施設の保全：伝統文化継承のための資料館等の整備や地域の伝統的な町家、歴史的建築物の保全・改修など 

・観光振興：観光物産品の販売施設整備、観光振興のための案内板の設置など 

・安心安全なまちづくり：防犯カメラ、防犯灯、カーブミラーの設置、バリアフリー化のためのスロープの整備など 

・その他：交流拠点施設の整備など 
 

＜支援の対象＞ 

公益信託、公益法人、市町村長が指定するNPO等の非営利法人、指定まちづくり会社、 

地方公共団体が設置する基金 

 

○まち再生出資事業 
 

＜制度の内容＞ 

市町村が定める都市再生整備計画等の区域において行われる公共施設（道路（歩道を含む）、広場、緑

地等）の整備を伴う優良な民間都市開発事業に対し、(財)民間都市開発推進機構が出資等を行うことによ

り、立上げ支援を行います。 

国土交通大臣の認定を受けた都市開発事業が対象となります。 
 

＜支援の対象＞ 

民間事業者 

 

 本制度の詳細については、（財）民間都市開発推進機構にお問い合わせください。 

   電話：０３－５５４６－０７９７   URL：http://www.minto.or.jp 

URL：http:/www.minto.or.jp
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相談窓口名 中小企業電話相談ナビダイヤル 

相談内容、 

概  要  等 

●震災の影響を受けた全国の中小企業の皆さんからの相談を受け付けています。 

●最寄りの経済産業局の中小企業課に繋がります。 

●受付時間：平日 9:00～17:30 

問い合わせ先 0570－064－350（通話料がかかります） 

 

 

 

 

相談窓口名 震災特別相談窓口（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構） 

相談内容、 

概  要  等 

●東日本大震災により被災された訓練受講者、事業主、求職者、労働者等の方々に対し、公共

職業訓練、緊急人材育成支援事業における訓練関連業務の取扱い、助成金の取扱い及び雇用

促進住宅に係る情報の提供等を行う「震災特別相談窓口」を、独立行政法人高齢・障害・求

職者雇用支援機構の青森、岩手、宮城、福島及び茨城センターに設置しています。 

問い合わせ先 

青森センター：０１７－７７７－１２３４ 

岩手センター：０１９－６２５－５１０１ 

宮城センター：０２２－７９２－８０３９ 

福島センター：０２４－５３４－３６３７ 

茨城センター：０２９－２２１－１１８８ 

 

相談窓口名 よりそいホットライン 

相談内容、 

概  要  等 

「よりそいホットライン」は、生きにくさ、暮らしにくさを抱える人が、いつでもどこでも

相談でき、適切な支援を迅速に受けられるための拠り所として、24時間365日、無料電話に

よって、相談者のどんな相談にも寄り添い、一緒に解決する方法を探します。 

問い合わせ先 ０１２０－２７９－３３８ 

 

相 談 窓 口 名 東日本大震災に関する特別相談窓口 

相 談 内 容 、 

概  要  等 

●震災の影響を受けた中小・小規模企業や農林漁業者の皆様からの融資相談や返済相談に対応

しています。 

問い合わせ先 

●事業資金相談ダイヤル 

 受付時間は平日午前９時から午後７時まで。 

 ０１２０－１５４―５０５ 

http://www.jfc.go.jp/（日本政策金融公庫） 

●全国の支店で窓口相談を実施 

 http://www.jfc.go.jp/branch/index.html（店舗案内） 

（参考）東日本大震災により被災された方への支援体制 

    http://www.jfc.go.jp/c_news/news_bn/news230318.html    

相 談 窓 口 
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相談窓口名 ＮＨＫふれあいセンター 

相談内容、 

概  要  等 

放送受信料に関するお問い合わせ 

・災害免除に関するお問い合わせ 

・住所変更等のご連絡 

ＮＨＫのテレビ、ラジオなど受信に関する技術的なお問い合わせ 

問い合わせ先 

（災害免除に関するお問い合わせ） 

0570-077077 

（平日9:00-22:00 土日祝日9:00-20:00） 

上記電話番号がご利用になれない場合は、050-3786-5003 

 

（住所変更等のご連絡） 

0120-151515 

（平日9:00-22:00 土日祝日9:00-20:00） 

上記電話番号がご利用になれない場合は、050-3786-5003 

 

（ＮＨＫのテレビ、ラジオなど受信に関する技術的なお問い合わせ） 

0570-003434（9:00-20:00 年末年始を除く） 

上記電話番号がご利用になれない場合は、 

東日本 050-3786-5005（関東甲信越・東北・北海道） 

西日本 050-3786-5006（関西・東海北陸・中国・四国・九州） 

 

 

 

 

相 談 窓 口 名 こころの健康相談 

相 談 内 容 、 

概  要  等 

●被災による丌安や悩みを受け止める相談窓口を設けています。 

問い合わせ先 

●岩手県 災害時ストレス健康相談受付窓口 

０１９－６２９－９６１７（月～金 9:00～17:00 祝日除く） 

●宮城県 こころの健康相談電話（ホットライン）：精神保健福祉センター 

０２２９－２３－０３０２（月～金 9:00～17:00 祝日除く） 

●仙台市 電話相談専用回線「はあとライン」 

０２２－２６５－２２２９（月～金 10:00～12:00、13:00～16:00 祝日除く） 

夜間電話相談「ナイトライン」 

０２２－２１７－２２７９（月～日 18:00～22:00 年中無休） 

●福島県 こころの健康相談ダイヤル 

０５７０－０６４－５５６（月～金 9:00～17:00 祝日除く） 

 

●都道府県・指定都市の精神保健福祉センターでも相談できます。 

http://www.mhlw.go.jp/kokoro/support/mhcenter.html 
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相談窓口名 消費者ホットライン 

相談内容、 

概  要  等 

  消貹者ホットラインは、消貹生活センター等の消貹生活相談窓口の存在をご存知ない消貹者

の方に、地方自治体が設置している身近な消貹生活相談窓口をご案内することにより、消貹生

活相談の最初の一歩をお手伝いするものです。 

問い合わせ先 ０５７０－０６４－３７０ 

 

相談窓口名 法的トラブル解決のための総合案内所（法テラス） 

相談内容、 

概  要  等 

●全国の日本司法支援センター（法テラス）地方事務所や全国統一窓口である法テラス・サポ

ートダイヤル等において、利用者から面談、電話等によって問い合わせを受け付け、その内

容に応じて、法的トラブルの解決に役立つ法制度や適切な窓口を無料で案内しています。 

また、「収入が一定額以下」などの条件を満たす方、東日本大震災にて被災された方には、弁

護士等による無料法律相談や弁護士貹用等の立替え等の援助を行っています。 

 

問い合わせ先 

法テラス・サポートダイヤル 0570-078374
お な や み な し

、法テラス各地方事務所 

震災 法テラスダイヤル    0120-０７８３０９
おなやみレスキュー

（フリーダイヤル） 

法テラスホームページ http://www.houterasu.or.jp          

法テラス携帯サイト  http://www.houterasu.or.jp/k                                                                                                

  

 

相談窓口名 人権相談 

相談内容、 

概  要  等 

東日本大震災に伴う差別や風評被害，虐待，プライバシー侵害など，様々な人権問題について、

法務局職員又は人権擁護委員が電話又はインターネット（パソコン・携帯電話）で相談に応じ

ます。相談は無料で，相談内容の秘密は厳守します。電話相談は平日午前８時３０分から午後

５時１５分まで受け付けており，インターネットによる相談は２４時間受け付けています。 

問い合わせ先 

●みんなの人権１１０番（全国共通人権相談ダイヤル） 

０５７０－００３－１１０（全国共通ナビダイヤル） 

●子どもの人権１１０番【いじめ，虐待など子どもの人権問題に関する専用相談電話です。】 

０１２０－００７－１１０（全国共通・フリーダイヤル） 

●女性の人権ホットライン【セクシュアル・ハラスメント，ＤＶなど女性の人権問題に関する

専用相談電話です。】 

０５７０－０７０－８１０（全国共通ナビダイヤル） 

●インターネット人権相談受付窓口【２４時間受付】 

(パソコン) http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html 

（携帯電話） http://www.jinken.go.jp/soudan/mobile/001.html 

             

 

http://www.jinken.go.jp/soudan/mobile/001.html
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相談窓口名 行政に関するお問い合わせ 

相談内容、 

概  要  等 

●被災者のみなさまからの「どのような支援策があるのか知りたい」「どこに相談したらよいか

わからない」などの各種相談をお受けしております。 

問い合わせ先 

●全国共通番号０５７０－０９０１１０（月～金 ８:３0～17:１５） 

 ※夜間・土日祝日は留守番電話対応 

 ※最寄りの管区行政評価局・行政評価事務所につながります。PHＳ、IP電話などでは利用で

きない場合があります。その場合は、管区行政評価局・行政評価事務所の電話番号におか

けください。 

《管区行政評価局及び行政評価事務所の所在地等一覧》 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan_n/kyokusyo_madoguchi.html 

 

なお、当分の間は、以下のフリーダイヤル（無料）でも受け付けております。 

●東北管区行政評価局（宮城県） 

０１２０－５１１－５５６ 

●岩手行政評価事務所 

０１２０－７１１－８１５ 

●福島行政評価事務所 

０１２０－８１５－６８１ 

（月～金 ８：３０～１７：１５） ※東北管区は１７：３０まで 

※夜間・土日祝日は留守番電話対応  

※IP電話などでは利用できない場合があります。 
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都道府県 郵便番号 住所 電話番号

北海道 ０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６ ０１１－２３１－４１１１

青森県 ０３０－８５７０ 青森市長島1－１－１ ０１７－７２２－１１１１

岩手県 ０２０－８５７０ 盛岡市内丸１０－１ ０１９－６５１－３１１１

宮城県 ９８０－８５７０ 仙台市青葉区本町３－８－１ ０２２－２１１－２１１１

秋田県 ０１０－８５７０ 秋田市山王４－１－１ ０１８－８６０－１１１１

山形県 ９９０－８５７０ 山形市松波２－８－１ ０２３－６３０－２２１１

福島県 ９６０－８６７０ 福島市杉妻町２－１６ ０２４－５２１－１１１１

茨城県 ３１０－８５５５ 水戸市笠原町９７８－６ ０２９－３０１－１１１１

栃木県 ３２０－８５０１ 宇都宮市塙田１－１－２０ ０２８－６２３－２３２３

群馬県 ３７１－８５７０ 前橋市大手町１－１－１ ０２７－２２３－１１１１

埼玉県 ３３０－９３０１ さいたま市浦和区高砂３－１５－１ ０４８－８２４－２１１１

千葉県 ２６０－８６６７ 千葉市中央区市場町１－１ ０４３－２２３－２１１０

東京都 １６３－８００１ 新宿区西新宿２－８－１ ０３－５３２１－１１１１

神奈川県 ２３１－８５８８ 横浜市中区日本大通１ ０４５－２１０－１１１１

新潟県 ９５０－８５７０ 新潟市中央区新光町４－１ ０２５－２８５－５５１１

富山県 ９３０－８５０１ 富山市新総曲輪１－７ ０７６－４３１－４１１１

石川県 ９２０－８５８０ 金沢市鞍月１－１ ０７６－２２５－１１１１

福井県 ９１０－８５８０ 福井市大手３－１７－１ ０７７６－２１－１１１１

山梨県 ４００－８５０１ 甲府市丸の内１－６－１ ０５５－２３７－１１１１

長野県 ３８０－８５７０ 長野市大字南長野字幅下６９２－２ ０２６－２３２－０１１１

岐阜県 ５００－８５７０ 岐阜市薮田南２－１－１ ０５８－２７２－１１１１

静岡県 ４２０－８６０１ 静岡市葵区追手町９－６ ０５４－２２１－２４５５

愛知県 ４６０－８５０１ 名古屋市中区三の丸３－１－２ ０５２－９６１－２１１１

三重県 ５１４－８５７０ 津市広明町１３ ０５９－２２４－３０７０

滋賀県 ５２０－８５７７ 大津市京町４－１－１ ０７７－５２８－３９９３

京都府 ６０２－８５７０ 京都市上京区下立売通新町西入藪ノ内町 ０７５－４１１－５０００

大阪府 ５４０－８５７０ 大阪市中央区大手前２ ０６－６９４１－０３５１

兵庫県 ６５０－８５６７ 神戸市中央区下山手通５－１０－１ ０７８－３４１－７７１１

奈良県 ６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０ ０７４２－２２－１１０１

和歌山県 ６４０－８５８５ 和歌山市小松原通１－１ ０７３－４３２－４１１１

鳥取県 ６８０－８５７０ 鳥取市東町１－２２０ ０８５７－２６－７１１１

島根県 ６９０－８５０１ 松江市殿町１ ０８５２－２２－５１１１

岡山県 ７００－８５７０ 岡山市北区内山下２－４－６ ０８６－２２４－２１１１

広島県 ７３０－８５１１ 広島市中区基町１０－５２ ０８２－２２８－２１１１

山口県 ７５３－８５０１ 山口市滝町１－１ ０８３－９２２－３１１１

徳島県 ７７０－８５７０ 徳島市万代町１－１ ０８８－６２１－２５００

香川県 ７６０－８５７０ 高松市番町４－１－１０ ０８７－８３１－１１１１

愛媛県 ７９０－８５７０ 松山市一番町４－４－２ ０８９－９４１－２１１１

高知県 ７８０－８５７０ 高知市丸ノ内１－２－２０ ０８８－８２３－１１１１

福岡県 ８１２－８５７７ 福岡市博多区東公園７－７ ０９２－６５１－１１１１

佐賀県 ８４０－８５７０ 佐賀市城内１－１－５９ ０９５２－２４－２１１１

長崎県 ８５０－８５７０ 長崎市江戸町２－１３ ０９５－８２４－１１１１

熊本県 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺６－１８－１ ０９６－３８３－１１１１

大分県 ８７０－８５０１ 大分市大手町３－１－１ ０９７－５３６－１１１１

宮崎県 ８８０－８５０１ 宮崎市橘通東２－１０－１ ０９８５－２６－７１１１

鹿児島県 ８９０－８５７７ 鹿児島市鴨池新町１０－１ ０９９－２８６－２１１１

沖縄県 ９００－８５７０ 那覇市泉崎１－２－２ ０９８－８６６－２３３３

都道府県連絡先一覧

 
  それぞれの支援制度の中には、一定の適用基準が設けられているものがあることから、 

  支援制度が適用とならない場合もあります。 

  被災された場合に実際に制度が活用できるかなど、詳細については、各支援制度ごとに 

 記載しているお問い合わせ先にご相談ください。 
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